
様式１

事業報告書

医療法人整理番号 00031

報告期間 自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日

1 事業報告書の概要

(1) 名称 社会医療法人嵐陽会

分類① 社団（出資持分なし）

分類② 社会医療法人

分類③ 基金制度不採用

(2) 事務所の所在地 都道府県 新潟県

市区町村 三条市

町名・番地 本町5丁目2番30号

建物名

従たる事務所の記載はこちら

(3) 設立認可年月日 昭和51年3月22日

(4) 設立登記年月日 昭和51年4月1日

(5) 理事長の氏名 姓 森

名 宏

役員及び評議員の人数 9 理事長を含む人数を記載すること。

役員及び評議員 記載はこちら

2 事業の概要

(1-1) 本来業務（病院、診療所） 記載はこちら

(1-2) 本来業務（介護老人保健施設、介護医療院） 記載はこちら

(2) 附帯業務 記載はこちら

(3) 収益業務 記載はこちら

(4) 記載はこちら

(5) 記載はこちら

(6) 記載はこちら

(7) 記載はこちら

(8) 記載はこちら 全ての指定内容について記載しても差し支えない。

(9) その他 記載はこちら 当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又は

リース契約、診療科の新設又は廃止等を記載する。（任

意）

当該会計年度内に購入した医療機関債

当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設

当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容

(5)、(6)については、医療機関債を発行又は購入する医

療法人が記載し、(7)以下については、病院、介護老人保

健施設又は介護医療院を開設する医療法人が記載し、

診療所のみを開設する医療法人は記載しなくても差し支え

ないこと。

分類①から③のそれぞれの項目（③は社団のみ。）につい

て、該当するものをリストから選択すること。（会計年度内に

変更があった場合は変更後。）

複数の事務所を有する場合は、主たる事務所と従たる事

務所を記載すること。

当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項

当該会計年度内に発行した医療機関債



様式１：1-(2)

事業報告書

1-(2) 従たる事務所の所在地

都道府県 市区町村 町名・番地 建物名
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様式１：1-(5)

事業報告書

1-(5) 役員及び評議員

役職 姓 名 備考

理事 森 宏 理事長

理事 阿部 聰

理事 小澤 常徳 三之町病院管理者

理事 木宮 隆

理事 外山 博

理事 羽賀 一真

理事 波多 淳一

監事 品田 昭彦

監事 三本 光雄

注）１．「社会医療法人、特定医療法人及び医療法第４２条の３第1項の認定を受けた医療法人」以外の

医療法人は、記載しなくても差し支えないこと。

２．理事の備考欄に、当該医療法人の開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は

介護医療院（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者であることを

記載すること。（医療法第４６条の５第６項参照）

３．評議員の備考欄に、評議員の選任理由を記載すること。（医療法第４６条の４第１項参照）
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様式１：2-(1)

事業報告書

2-(1) 本来業務

（開設する病院、診療所（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の業務）

許可病床数

種類 施設の名称 指定管理 施設の医療機関コード 開設場所 一般病床 療養病床 医療保険 介護保険 精神病床 感染症病床 結核病床

病院 三之町病院 1510410523 新潟県三条市本町5丁目2番30号 210 0 0 0 0 0 0

注）１．地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者として管理する施設については、指定管理の欄に記載すること。

２．療養病床に介護保険適用病床がある場合は、医療保険適用病床と介護保険適用病床のそれぞれについて内訳を記載すること。

３．介護老人保健施設又は介護医療院の許可病床数の欄は、入所定員及び通所定員を記載すること。
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様式１：2-(1)

事業報告書

2-(1) 本来業務

（介護老人保健施設又は介護医療院（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の業務）

種類 施設の名称 指定管理 施設の介護事業所番号 開設場所 入所定員 通所定員

注）１．地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者として管理する施設については、指定管理の欄に記載すること。

２．療養病床に介護保険適用病床がある場合は、医療保険適用病床と介護保険適用病床のそれぞれについて内訳を記載すること。

３．介護老人保健施設又は介護医療院の許可病床数の欄は、入所定員及び通所定員を記載すること。
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様式１：2-(2)

事業報告書

2-(2) 附帯業務（医療法人が行う医療法第４２条各号に掲げる業務）

種類又は事業名 委託管理 実施場所 備考

付属保育所 新潟県三条市本町5丁目3番20号

注）地方公共団体から委託を受けて管理する施設については、その旨を委託管理の欄に記載すること。
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様式１：2-(3)

事業報告書

2-(3) 収益業務（社会医療法人又は医療法第４２条の３第 1 項の認定を受けた医療法人が行うことができる業務）

種類 実施場所 備考
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様式１：2-(4)-(9)

事業報告書

2-(4) 当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項

日付 議決又は同意した事項

注）2-(5)、2-(6)については、医療機関債を発行又は購入する医療法人が記載し、(7)以下については、病院、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する医療法人が記載し、診療所のみを開設する医療法人は記載しなくても差し支えないこ

と。



2-(5) 当該会計年度内に発行した医療機関債

発行総額 申込期間（開始日） 利率 償還方法

申込単位 申込期間（終了日） 払込期日 償還期限

注）医療機関債の発行総額、申込単位、申込期間、利率、払込期日、資金使途、償還の方法及び期限を記載すること。なお、発行要項の写しの添付に代えても差し支えない。

医療機関債を医療法人が引き受けた場合には、当該医療法人名を全て明記すること。

資金使途 医療機関債を引き受けた医療法人名



2-(6) 当該会計年度内に購入した医療機関債

医療機関債の発行により資産の取得が行われる医療機関と同一の二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、

これらの医療機関が地域における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行っており、

かつ、当該医療連携を継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するために必要である理由

医療機関債名 発行元医療法人名 購入総額 償還期間（開始日～終了日）

注）

１．医療機関債を購入する医療法人は、医療機関債の発行により資産の取得が行われる医療機関と同一の二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、これらの医療機関が地域における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行って

おり、かつ、当該医療連携を継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するために必要である理由を記載すること。

２．購入した医療機関債名、発行元医療法人名、購入総額及び償還期間を記載すること。なお、契約書又は債権証書の写しの添付に代えても差し支えない。



2-(7) 当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設

日付 開設（許可を含む）した主要な施設



2-(8) 当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容

日付

注）全ての指定内容について記載しても差し支えない。

他の法律、通知等において指定された内容



2-(9) その他

日付 記載事項

注）当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又はリース契約、診療科の新設又は廃止等を記載する。（任意）



様式第一号

法人名 社会医療法人嵐陽会 ※医療法人整理番号 00031

所在地 新潟県三条市本町5丁目2番30号

貸借対照表

令和7年3月31日 現在

（単位：千円）

資産の部　 負債の部　

科目　　 金額 科目　　　 金額

Ⅰ 流動資産 774,820 Ⅰ 流動負債 744,788

現金及び預金 339,383 買掛金 19,793

事業未収金 409,264 短期借入金 529,996

たな卸資産 26,784 未払金 38,306

前払費用 2,918 未払費用 74,447

その他の流動資産 332 未払法人税等 70

貸倒引当金 -3,862 未払消費税等 2,287

その他の流動資産 預り金 0

従業員預り金 26,586

賞与引当金 53,300

前受収益

その他引当金

その他の流動負債

Ⅱ 固定資産 1,531,523

1 有形固定資産 1,400,941 Ⅱ 固定負債 569,378

建物 764,972 長期借入金 284,994

構築物 2,091 退職給付引当金 284,385

医療用器械備品 97,689 繰延税金負債

その他の器械備品 36,385 その他引当金

車両及び船舶 0 その他の固定負債

土地 498,345

その他の有形固定資産 1,458

その他の有形固定資産

負債合計　 1,314,166

純資産の部　

2 無形固定資産 55,782 科目　　　 金額

借地権 11,252 Ⅰ 基金

ソフトウェア 43,202

その他の無形固定資産 1,327 Ⅱ 積立金 992,177

設立等積立金 5,000

3 その他の資産 74,800 その他積立金 987,177

有価証券 1,700 その他積立金

長期貸付金 26,150

長期前払費用 21,771

その他の固定資産 25,178

役職員等長期貸付金

長期前払費用 Ⅲ 評価・換算差額等

繰延税金資産 その他有価証券評価差額金

その他の固定資産 繰延ヘッジ損益

純資産合計 992,177

資産合計　 2,306,343 負債・純資産合計 2,306,343

（注）１．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、

　　　　　　負債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

　　　　２．社会医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の基金の科目を削除すること。



様式第二号

法人名 社会医療法人嵐陽会 医療法人整理番号 00031

所在地 新潟県三条市本町5丁目2番30号

損 益 計 算 書

自 令和6年4月1日 至 令和7年3月31日

（単位：千円）

Ⅰ 事業損益

Ａ 本来業務事業損益

1 事業収益 2,639,212

2 事業費用

(1) 事業費 2,598,930

(2) 本部費 0 2,598,930

本 来 業 務 事 業 利 益 40,282

Ｂ 附帯業務事業損益

1 事業収益 1,420

2 事業費用 10,290

附帯業務事業損失 8,870

Ｃ 収益業務事業損益

1 事業収益

2 事業費用

収益業務事業利益 0

事 業 利 益 31,412

Ⅱ 事業外収益

受取利息 56

その他の事業外収益 3,513 3,569

Ⅲ 事業外費用

支払利息 6,293

その他の事業外費用 26 6,319

経 常 利 益 28,662

Ⅳ 特別利益

固定資産売却益 107

その他の特別利益 8 115

Ⅴ 特別損失

固定資産売却損 1,050

その他の特別損失 2,000 3,050

税 引 前 当 期 純 利 益 25,727

法人税・住民税及び事業税 70

法 人 税 等 調 整 額 70

当 期 純 利 益 25,657

　 (注) １．利益がマイナスとなる場合には、「利益」を「損失」と表示すること。

２．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当であると認められるものについては、

　　当該事業損益、事業外収益、事業外費用、特別利益及び特別損失を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

科目 金　　　　　　額



様式第三号

法人名 社会医療法人　嵐陽会　 0 0 0 3 1
所在地 三条市本町5丁目2番30号

1 資産額 千円
2 負債額 千円
3 純資産額 千円

（内訳） （単位：千円）

A　流　動　資　産
B　固　定　資　産
C　資　産　合　計 （A+B)
D　負　債　合　計
E　純　 　資　 　産 （C-D）
（注）財産目録の価額は、貸借対照表の価額と一致すること。

土地及び建物について、該当する欄の□を塗りつぶすこと。
　土地 （□法人所有　□賃借　■部分的に法人所有（部分的に賃借））
　建物 （■法人所有　□賃借　□部分的に法人所有（部分的に賃借））

992,177

区　　　　分 金　　　　額

(令和　7年　3月　31日現在)

2,306,343
1,314,166

992,177

※医療法人整理番号

1,531,523
2,306,343
1,314,166

774,820

財　産　目　録



様式５

様式５

法人名　　社会医療法人　嵐陽会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　新潟県三条市本町5丁目2番30号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）法人である関係事業者

該当なし

（２）個人である関係事業者

31

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

期末残高
（千円）

該当なし

種類 氏名 職業 取引の内容
取引金額
（千円）

関係事業者
との関係

※医療法人整理番号

科目

科目

関係事業者との取引の状況に関する報告書

総資産額
（千円）

事業の内容
関係事業者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

期末残高
（千円）

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

種類 名称 所在地



 



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

1 資産の評価基準及び評価方法  

（１）有価証券の評価基準及び評価方法  

売買目的有価証券・・・・・・・・時価法（売却減価は移動平均法により算定）  

満期保有目的の債券・・・・・・償却原価法（定額法）  

その他の有価証券  

市場価格のあるもの・・・ 期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原   

価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの・・・ 移動平均法による原価法   

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法  

  医薬品、医療消耗品、給食材料・・・最終仕入原価法  

貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法  

 

2 固定資産の減価償却の方法  

（１）有形固定資産（リース資産を除く）  

定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用しています。 

（2）無形固定資産（リース資産を除く）  

      定額法を採用しております。  

（3）リース資産  

      所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。  

 

3 引当金の計上基準  

（１）貸倒引当金  

「債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法における貸倒引当金の繰入限度額を、貸倒    

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。」 

（2）退職給付引当金  

   職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務を簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法）により計算し計上しております。 

（3）賞与引当金  

   従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。  

 

4  消費税及び地方消費税の会計処理の方法  

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事   

業年度の期間費用としています。 

 

5  その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項  

固定資産を購入する目的で受取った補助金等は、受取った会計年度に一括して収益に計上しております。なお、対

象となる固定資産について法人税法上の圧縮記帳が認められている場合は、固定資産を直接減額する方法によって

処理しています。 



6 重要な会計方針を変更した旨等  

該当事項ありません。 

  

7 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項  

該当事項ありません。 

  

8 担保に供されている資産に関する事項  

（１）担保に供している資産  

土地  431,139千円   建物  764,972千円  

（2）担保に係る債務  

短期借入金                430,000千円  

1年以内返済予定の長期借入金 99,996千円  

長期借入金          284,994千円  

 

9  法第 51条第１項に規定する関係事業者に関する事項    

該当事項ありません。  

 

10 重要な偶発債務に関する事項  

重要な偶発債務はありません。 

  

11  重要な後発事象に関する事項  

重要な後発事象はありません。  

 

12  その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項  

（１）有形固定資産の減価償却累計額 2,538,940 千円  

（2）補助対象となる支出が事業費に計上される補助金は事業収益に計上しています。以下、主な補助金等内訳。   

三条市 運営費補助金  49,610千円  

新潟県 原油高騰対策補助金等他  8,976千円  

（3）賃貸借処理をしたファイナンスリース取引     

ﾘｰｽ資産の種類  ﾘｰｽ料総額    未経過ﾘｰｽ料当期末残高  

その他の器械備品  864千円 655千円  

以上 



様式第三号

法人名 社会医療法人　嵐陽会　 0 0 0 3 1
所在地 三条市本町5丁目2番30号

1 資産額 千円
2 負債額 千円
3 純資産額 千円

（内訳） （単位：千円）

A　流　動　資　産
B　固　定　資　産
C　資　産　合　計 （A+B)
D　負　債　合　計
E　純　 　資　 　産 （C-D）
（注）財産目録の価額は、貸借対照表の価額と一致すること。

土地及び建物について、該当する欄の□を塗りつぶすこと。
　土地 （□法人所有　□賃借　■部分的に法人所有（部分的に賃借））
　建物 （■法人所有　□賃借　□部分的に法人所有（部分的に賃借））

992,177

区　　　　分 金　　　　額

(令和　7年　3月　31日現在)

2,306,343
1,314,166

992,177

※医療法人整理番号

1,531,523
2,306,343
1,314,166

774,820

財　産　目　録



様式第四号

法人名 　社会医療法人　嵐陽会　 0 0 0 3 1
所在地 　三条市本町5丁目2番30号

（単位：千円）

設立等
積立金

任意
積立金

繰越利益積
立金

積立金
合計

その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等

合計
0 5,000 900,000 61,518 966,518

25,658 25,658

0 25,658 25,658

0 5,000 900,000 87,177 992,177

１．純資産の変動事由及び金額の記載は、概ね貸借対照表における記載の順序によること。純資産の変動事由及び金額の記載は、概ね貸借対照表における記載の順序によること。
２．評価・換算差額等は、科目ごとの記載に代えて評価・換算差額等の合計額を、前会計年度末残高、会計年度中の変動額及び会計年度末残高に区分して記載することができる。この場合には、科目　ごとのそれぞれの金額を注記すること。

３．積立金及び純資産の各合計額欄の記載は省略することができる。積立金及び純資産の各合計額欄の記載は省略することができる。

会計年度中の変動額合計 25,658

評価・換算差額等は、科目ごとの記載に代えて評価・換算差額等の合計額を、前会計年度末残高、会計年度中の変動
額及び会計年度末残高に区分して記載することができる。この場合には、科目ごとのそれぞれの金額を注記すること。

992,177

　

令和7年3月31日　残高

※医療法人整理番号

   純資産
合計

966,518

25,658

純　資　産　変　動　計　算　書
(自　令和　6年　4月　1日　　　至　令和　7年　3月　31日)

令和6年4月1日　残高

基金
（又は

出資金）

積立金 評価・換算差額等

会計年度中の変動額
　当期純利益



様式第五号

法人名　　社会医療法人　嵐陽会　 0 0 0 3 1
所在地　　三条市本町5丁目2番30号

（単位：千円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物 2,618,793 33,840 686 2,651,947
構築物 46,829 - - 46,829
医療用器械備品 627,623 41,629 48,415 620,837
その他の器械備品 95,299 8,842 540 103,602
車両及び船舶 5,449 - - 5,449
土地 498,345 - - 498,345
その他の有形固定資産 11,071 1,799 - 12,870

計 3,903,412 86,111 49,641 3,939,882
借地権 11,252 - - 11,252
ｿﾌﾄｳｴｱ 217,562 2,891 - 220,453
電話加入権 1,142 - - 1,142
共同施設設置費用 648 - - 648

計 230,604 2,891 0 233,496
有価証券 1,700 - - 1,700
保険料積立金 8,630 1,523 - 10,153
敷金 15,168 - 158 15,010
役職員等長期貸付金 33,830 7,680 15,360 26,150
長期前払費用 62,262 7,152 - 69,415
車両預託金 15 - - 15

計 121,606 16,355 15,518 122,444

1.

2.

3.

4.

5.

6.

2,091
523,148 36,816 97,689

※医療法人整理番号

有　形　固　定　資　産　等　明　細　表

資 産 の 種 類
当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

当期償却額
差引当期末

残高

67,216 14,572 36,385
5,449 - 0

498,345
11,412 1,458 1,458

2,538,940 106,341 1,400,941
無
形
固
定
資
産

11,252
177,251 17,803 43,202

有
形
固
定
資
産

1,886,975 52,481 764,972
44,738 1,012

1,142
462 18 185

177,713 17,821 55,782

そ
の
他
の
資
産

1,700
10,153
15,010
26,150

有形固定資産又は無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下である場合又は有形固定資産又は無形固
定資産の当該会計年度におけるそれぞれの増加額及び減少額がいずれも当該会計年度末における有形固定
資産又は無形固定資産の総額の5％以下である場合には、有形固定資産又は無形固定資産に係る記載中
「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の欄の記載を省略することができる。なお、記載を省略した
場合には、その旨注記すること。

47,643 8,019 21,771
15

合併、贈与、災害による廃棄、滅失等の特殊な事由で増加若しくは減少があった場合又は同一の種類のもの
について資産の総額の1％を超える額の増加は、その事由を欄外に記載すること。若しくは減少があった場合
（ただし、建設仮勘定の減少のうち各資産科目への振替によるものは除く。）
特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の事由により取得原価の修正が行われた
場合には、当該再評価差額等については、「当期増加額」又は「当期減少額」の欄に内書（括弧書）として記載
し、その増減の事由を欄外に記載すること。

47,643 8,019 74,800

有形固定資産、無形固定資産及びその他の資産について、貸借対照表に掲げられている科目の区分により記
載すること。
「前期末残高」、「当期増加額」、「当期減少額」及び「当期末残高」の欄は、当該資産の取得原価によって記載
すること。

当期末残高から減価償却累計額又は償却累計額を控除した残高を、「差引当期末残高」の欄に記載すること。



様式第六号

法人名 　社会医療法人　嵐陽会　 0 0 0 3 1
所在地 　三条市本町5丁目2番30号

（単位：千円）

前期末残高 当期増加額
当期減少額
（目的使用）

4,125 2,604 294

286,722 24,079 26,417

53,300 53,300 53,300

(注)
貸倒引当金の当期減少額(その他)は洗替方式による戻入額及び債権の回収によるものであります。

1.

2.

3. 「当期減少額」の欄のうち「その他」の欄には、目的使用以外の理由による減少額を記載
し、減少の理由を注記すること。

53,300

前期末及び当期末貸借対照表上に計上されている引当金について、設定目的ごとの科目
の区分により記載すること。

-賞 与 引 当 金

当期減少額
（その他）

2,573

-

※医療法人整理番号

「当期減少額」の欄のうち「目的使用」の欄には、各引当金の設定目的である支出又は事
実の発生があったことによる取崩額を記載すること。

区　　　　分

貸 倒 引 当 金

退職給付引当金

引　当　金　明　細　表

当期末残高

3,862

284,384



様式第七号

法人名 　社会医療法人　嵐陽会　 0 0 0 3 1
所在地 　三条市本町5丁目2番30号

前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

400,000 430,000

132,069 99,996

291,710 284,994

- -

823,779 814,990

1.

2.

3. 「その他の有利子負債」の欄は、その種類ごとにその内容を示したうえで記載すること。
4. 「平均利率」の欄には、加重平均利率を記載すること。
5.

長期借入金返済予定額 （単位：千円）
1年超2年以内 2年超3年以内

※医療法人整理番号

返済期限

-

-

長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く。）及びその他の有利子負債については、貸借
対照表日後5年以内における1年ごとの返済予定額の総額を注記すること。

0.95

-

-合計 -

R8.9.10～
R14.9.30

-

区　　　　分

短期借入金

1年以内に返済予定の長期借入金

借　入　金　等　明　細　表

平均利率
（％）

0.69

0.64

長期借入金（1年以内に返済予定
のものを除く。）

その他の有利子負債

長期借入金(1年以内に返済予
定のものを除く。)

59,116 49,116 49,116 44,396

短期借入金、長期借入金（貸借対照表において流動負債として掲げられているものを含む。
以下同じ。）及び金利の負担を伴うその他の負債（以下「その他の有利子負債」という。）につ
いて記載すること。
重要な借入金で無利息又は特別の条件による利率が約定されているものがある場合には、
その内容を欄外に記載すること。

4年超5年以内3年超4年以内



様式第八号

法人名 　社会医療法人　嵐陽会　 0 0 0 3 1
所在地 　三条市本町5丁目2番30号

【債券】

【その他】

1.
2.

3.

4.

貸借対照表の流動資産及びその他の資産に計上されている有価証券について記載すること。
流動資産に計上した有価証券とその他の資産に計上した有価証券を区分し、さらに満期保有目的
の債券及びその他有価証券に区分して記載すること。
銘柄別による有価証券の貸借対照表価額が医療法人の純資産額の１％以下である場合には、当
該有価証券に関する記載を省略することができる。
「その他」の欄には有価証券の種類（金融商品取引法第２条第１項各号に掲げる種類をいう。）に区
分して記載すること。

有　価　証　券　明　細　表

銘　　　　柄

該当なし。

計

口 数 等
貸借対照表価額

（千円）

700

種類及び銘柄

三条信用金庫

20株

※医療法人整理番号

券 面 総 額
（千円）

貸借対照表価額
（千円）

1,000

1,700

㈱燕三条FM放送

計



様式第九の一号

法人名　　社会医療法人　嵐陽会　 0 0 0 3 1
所在地　　三条市本町5丁目2番30号

（単位：千円）

事業費 本部費 計

143,414 　　　　　　- 143,414 　　　　　　- 　　　　　　-

1,723,545 　　　　　　- 1,723,545 9,673 　　　　　　-

150,797 　　　　　　- 150,797 　　　　　　- 　　　　　　-

518,721 　　　　　　- 518,721 617 　　　　　　-

　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　-

62,451 　　　　　　- 62,451 　　　　　　- 　　　　　　-

2,598,930 　　　　　　- 2,598,930 10,290 　　　　　　-

1.

2.

3.

中区分科目には、それぞれ細区分を設け、売上原価については、商品（又は製品）期首たな卸高、当
期商品仕入高（又は当期製品製造原価）、商品（又は製品）期末たな卸高を、材料費、給与費、委託
費、経費及びその他の費用については、その内訳を示す費目を記載する形式によることもできる。
その他の事業費用には、研修費のように材料費、給与費、委託費及び経費の二つ以上の中区分に係
る複合費として整理した費目を記載する。

143,414

1,733,218

150,797

519,339

　　　　　　-

経費

62,451

2,609,221

売上原価には、当該医療法人の開設する病院等の業務に付随して行われるもの（売店等）及び収益
業務のうち商品の仕入れ又は製品の製造を伴う業務について記載すること。

売上原価

その他の事業費用

計

材料費

給与費

委託費

※医療法人整理番号

合　　　　計
本来業務事業費用 附帯業務

事業費用
収益業務
事業費用

事　業　費　用　明　細　表

区　　　　分



様式第九の二号

法人名　　社会医療法人　嵐陽会　 0 0 0 3 1
所在地　　三条市本町5丁目2番30号

（単位：千円）

Ⅰ　材料費
医薬品費
診療材料費
給食用材料費

Ⅱ　給与費
給料
役員報酬
退職給付費用
法定福利費

Ⅲ　委託費
検査委託費
給食委託費
清掃委託費
その他委託費

Ⅳ　経費
減価償却費
地代家賃
機器保守料
その他経費

Ⅴ　売上原価
商品（又は製品）期首たな卸高
当期商品仕入高（又は当期製品製造原価）
商品（又は製品）期末たな卸高

Ⅵ　その他の事業費用
控除対象外消費税

事業費用計
1.

2. ⅠからⅣの中区分科目は、省略する様式によることもできる。
3.

※医療法人整理番号

売上原価には、当該医療法人の開設する病院等の業務に付随して行われるもの（売店等）及び
収益業務のうち商品の仕入れ又は製品の製造を伴う業務について記載すること。

その他の事業費用には、研修費のように材料費、給与費、委託費及び経費の二つ以上の中区分
に係る複合費として整理した費目を記載する。

科　　　　目

事　業　費　用　明　細　表
(自　令和　6年　4月　　1日　　　至　令和　7年　3月　31日)

金　　　　額

519,339

119,346
17,166
6,901

143,414

1,485,429
21,860
25,846

200,083

5,103
75,924
26,703
43,065

134,303
20,164
45,099

319,772

                            -
                            -
                            -

1,733,218

150,797

62,451
2,609,221

                         -

62,451



 



 



別 添 ２－２ （社会医療法人が関係書類を毎会計年度終了後３月以内に届け出る場合） 

令和 7年 6月 23日 

 

 

 

新潟県知事 花角 英世 殿 

 

主たる事務所の所在地 三条市本町 5丁目 2番 30号 

社会医療法人 嵐陽会 

理事長 森 宏            

 

 

決     算     届 

 

 

令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの決算を終了したので、医療法第５２

条第１項の規定により届出します。 

 

記 

 

救急医療等確保事業を行っている病院又は診療所 

救急医療等確保事業の別 

名  称 所  在  地 

三之町病院 新潟県三条市本町 5丁目 2番 30号 救急医療 

   

   

   

   

注１）「救急医療等確保事業を行っている病院又は診療所」欄には、医療法第４２条の２第１項第

５号の基準に適合する病院又は診療所（指定管理者として管理する病院又は診療所を含む。）

を全て記載すること。 

注２）「救急医療等確保事業の別」欄には、当該施設で行っている医療が、医療法第３０条の４第

２項第５号に掲げる医療（以下参照）のいずれに係るものであるかの別（当該施設で医療法

第４２条の２第１項第５号の基準を満たすものが複数ある場合は、その全て）を記載するこ

と。 

○救急医療（精神科救急医療の要件を満たす場合は、「精神科救急医療」と記載すること。） 

○災害医療 ○新興感染症発生・まん延時における医療 ○へき地医療 ○周産期医療 

○小児救急医療 



１．社会医療法人関係書類一覧 

 

申  請  書  類  一  覧 申 請 時 毎決算後 備考 

□ 社会医療法人認定申請書 ○ －  

■ 決算届 － ○  

■ 別表（医療法第４２条の２第１項第４号の要件に該当する旨を説明する書類） ○ ○  

（医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当する旨を説明する書類）    

■ 添付書類（構造設備及び体制） ○ ○ ※ 

■ 
添付書類１－１（救急医療） 

左記の添

付書類の

うち該当

する要件

のものを

添付 

左記の添

付書類の

うち該当

する要件

のものを

添付 

※ 

時間外等加算件数明細表 

□ 

添付書類１－２（救急医療） 

夜間等救急自動車等搬送件数明細表 

夜間等救急自動車等搬送件数を証明する書類（救急搬送証明書等写し） 

□ 

添付書類１－３（精神科救急医療） 

時間外等診療件数明細表 

受診時間等を証明する書類 

応急入院指定病院である旨を証明する書類（指定書等写し） 

□ 

添付書類２（災害医療） 

添付書類１－１（救急医療）又は１－２（救急医療）（添付資料を含む） 

訓練又は研修に参加したことを証明する書類（修了証又は参加依頼文等写し） 

□ 

添付書類３（新興感染症発生・まん延時における医療） 

添付書類１－１（救急医療）又は１－２（救急医療）（添付資料を含む） 

訓練又は研修ごとに参加した職員の役職名及び所属を記載したリスト 

訓練又は研修に参加したことを証明する書類（修了証又は参加依頼文等写し） 

□ 

添付書類４－１（へき地医療） 

医師派遣明細表 

医師の延べ派遣日数を証明する書類（支援診療所との協定書等写し） 

□ 

添付書類４－２（へき地医療） 

巡回診療明細表 

巡回診療の延べ診療日数を証明する書類（事業計画書等） 

□ 
添付書類４－３（へき地医療） 

へき地診療所診療日明細表 

□ 

添書書類４－４(へき地医療) 

医師派遣明細表 

医師の延べ派遣日数を証明する書類(協定書等写し) 

□ 

添付書類４－５(へき地医療) 

医師派遣明細表、巡回診療明細表 

医師の延べ派遣日数を証明する書類、巡回診療の延べ診療日数を証明する書類 

□ 

添付書類５（周産期医療） 

母体搬送件数明細表 

母体搬送件数を証明する書類（救急搬送証明書等写し） 

□ 

添付書類６（小児救急医療） 

時間外等加算件数明細表 

受診時間等を証明する書類 

（公的な運営に関する要件に該当する旨を説明する書類）    

■ 
添付書類７（公的な運営に関する要件（医療法第４２条の２第１項第１号から

第３号まで及び第６号）に該当する旨を説明する書類（運営）） 
○ ○  



理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準 ○ ○ ※ 

直近に終了した会計年度の貸借対照表及び損益計算書 ○ －  

■ 書類付表１（理事、監事、社員及び評議員に関する明細表） ○ ○  

■ 書類付表２（経理等に関する明細表） ○ ○  

■ 書類付表３（保有する資産の明細表） ○ ○ ※ 

■ 

添付書類８（公的な運営に関する要件（医療法第４２条の２第１項第６号）に

該当する旨を説明する書類（事業）） 
○ ○  

診療報酬規程 ○ ○  

 
注）(1) 該当する書類にチェックをすること。 
  (2) 備考欄の※印は、毎会計年度終了後３月以内の届出に係る書類のうち都道府県において

閲覧に供するものであること。 
(3)申請関係書類の中にある申請者名の欄は法人名及び理事長名、住所の欄は主たる事務所の
所在地を記載すること。 

  (4) 閲覧に供する書類について、個人情報に係る記載((3)を除く。)がある場合にあっては、 
必要な措置を講ずるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

２．定款（寄附行為）変更認可申請関係書類一覧 

申  請  書  類  一  覧 

□ 定款（寄附行為）変更認可申請書 

□ 定款又は寄附行為の変更内容（新旧条照表を添付すること。）及びその事由を記載した書類 

□ 定款又は寄附行為に定められた変更に関する手続きを経たことを証する書類 

… 社団の医療法人にあっては、社員総会の議事録 

… 財団の医療法人にあっては、理事会及び評議員会の議事録 

（医療法第４２条の２第１項の収益業務を行う場合） 

□ 収益業務の概要及び運営方法を記載した書類 

□ 定款又は寄附行為変更後２年間の事業計画及びこれに伴う予算書 

□ 新たに寄附を受ける場合、その申込書の写し 

（寄附が不動産の場合、その申込書の写し、登記事項証明書及びその評価額を証明する書類） 

□ 土地、建物等を賃貸する場合、その契約書の写しと登記事項証明書 

注）(1) 新たに社会医療法人の認定を受けようとする場合、又は社会医療法人の認定が取り消された

場合にあっては、医療法第５４条の９第３項の規定に基づき定款又は寄附行為の変更が必要で

あること。 

(2) 該当する書類にチェックをすること。 

 

３．決算届出関係書類一覧 

届  出  書  類  一  覧 

（基本書類） 

■ 事業報告書 

■ 財産目録 

■ 貸借対照表 

■ 損益計算書 

■ 関係事業者との取引の状況に関する報告書 

■ 監事の監査報告書 

■ 医療法第４２条の２第１項第１号から第６号までの要件に該当する旨を説明する書類 

                              （「１．社会医療法人関係書類一覧」参照） 

（医療法第５４条の２第１項に規定する社会医療法人債を発行した場合（当該社会医療法人債の総額について償還

済みであるものを除く。）） 

 上記に掲げる基本書類 

□ 純資産変動計算書 

□ キャッシュ・フロー計算書 

□ 附属明細表 

□ 公認会計士又は監査法人の監査報告書 

（医療法第５１条第２項の厚生労働省令で定める基準に該当する場合） 

 上記に掲げる基本書類 

■ 純資産変動計算書 

■ 附属明細表 



■ 公認会計士又は監査法人の監査報告書 

注）(1) 社会医療法人が医療法第５２条第１項の規定に基づく書類の届出をしようとする場合、社会

医療法人の認定要件に該当する旨を説明する書類も併せて届出する必要があること。 

(2) 会計年度の中途において新たに社会医療法人の認定を受けた場合にあっても、当該会計年度

開始の日から当該認定を受けた日の前日までの期間を含めて届出することに留意すること。 

(3) 会計年度の中途において社会医療法人の認定が取り消された場合にあっては、社会医療

法人の認定要件に該当する旨を説明する書類を届出する必要がないこと。 

(4) 該当する書類にチェックをすること。 



 添付書類（構造設備及び体制） 

 

医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当する旨を説明する書類 

                        社会医療法人 嵐陽会 

                  申請者名： 理事長  森  宏                  

 

                住  所： 新潟県三条市本町 5丁目 2番 30号                    

 

 以下のとおり相違ありません。 

 

施  設  名  三之町病院 

施設の所在地  新潟県三条市本町 5丁目 2番 30号 

管轄保健所名  新潟県三条保健所 

 

１ 診療科目 

科 目 

内科 脳神経内科 放射線科 外科 脳神経外科 整形外科 

眼科 泌尿器科 耳鼻咽喉科 麻酔科 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 歯科 

口腔外科 科 科 科 科 科 

 

２ 許可病床数 

一  般 療  養 結  核 精  神 感 染 症 合  計 

室 床 室 床 室 床 室 床 室 床 室 床 

81 210 0 0 0 0 0 0 0 0 81 210 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 構造設備 

（１）総括表（該当する業務の区分及び所有する施設・設備等の□にチェックすること。） 

業務の区分 施   設 設 備 等 

■ 救急医療 

□ 精神科救急医療 

□ 災害医療 

□ 新興感染症発生･

まん延時におけ

る医療 

□ へき地医療 

 □ 病院 

 □ へき地診療所 

□ 周産期医療 

□ 小児救急医療 

□ 集中治療室 

□ 集中治療室（一部は陰圧化が可能なもの） 

□ 母体胎児集中治療管理室 

□ 新生児集中治療管理室 

■ 診察室  ■ 手術室  ■ 処置室 

■ 発熱患者等専用として使用可能な診察室 

  （プレハブ・簡易テント等を含む。） 

■ 臨床検査施設  ■ エックス線診療室 

■ 調剤所  □ 保護室  ■ 面会室 

■ 診察室（発熱） 

■ 専用病床（4床） 

□ 優先的に使用される病床 

□ 陰圧病室（確保病床   床） 

 ※医療措置協定による確保病床（   床） 

  の半数以上が陰圧病室内にあること。 

■ 個室病室 

□ 備蓄倉庫 

□ ヘリポート（□ 敷地内 □ 近接地） 

□ 医師住宅  □ 看護師住宅 

■ 病床において酸素投与及び呼吸モニ 

タリングが可能な設備 

■ 感染を判断するための検査機器 

□ 分娩監視装置 

□ 新生児用呼吸循環監視装置 

■ 超音波診断装置 

□ 新生児用人工換気装置 

■ 微量輸液装置 □ 保育器 

■ 簡易ベッド  ■ 携帯用医療機器 

■ 個人防護具 

■ 感染患者を隔離し動線確保に必要な

パーテーション等 

■ 食料  ■ 飲料水  ■ 医薬品 

■ 自家発電装置  

■ トリアージタッグ 

□ 救急用自動車 

■ 広域災害・救急医療情報システム 

□ 新興感染症発生・まん延時の医療の

提供において都道府県知事が求める

機能に応じて必要となる設備

（           ） 

 

 ○ 「新興感染症発生・まん延時における医療」については、申請時に有していない施設又は設備がある場合において、

医療措置協定を締結した日から３年を超えない範囲で当該協定を締結した病院の所在地の都道府県知事が適当と認

めた期間内に当該施設又は設備について整備する計画（様式任意）がある場合は、これを添付するとともに、以下

を記載すること。 

 

「新興感染症発生・まん延時における医療」に係る施設又は設備の整備計画の概要 

 

・施設整備計画 

 ・・・・・・・・・・（○年○月完成予定） 

 

・設備整備計画 

 ・・・・・・・・・・（○年○月整備予定） 

 

 

 

 

 

 



（２）災害医療の確保に関する事業に係る病院の概要 

区   分 構造の概要 耐震基準 用途の区分 室 数 

   

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

 

（３）へき地医療拠点病院に医師を派遣する場合、又は開設するへき地診療所の所在地の都道府県

において病院を開設する場合の当該病院の概要 

病 院 名 施   設 へき地診療所からの入院患者の受入れ体制 

 

□ 診察室  □ 手術室  □ 処置室 

□ 臨床検査施設 □ エックス線診療室 

□ 調剤所 

□ 病床数（     床） 

□ 医師住宅   □ 看護師住宅 

 

 

□ 診察室  □ 手術室  □ 処置室 

□ 臨床検査施設 □ エックス線診療室 

□ 調剤所 

□ 病床数（     床） 

□ 医師住宅   □ 看護師住宅 

 

 

□ 診察室  □ 手術室  □ 処置室 

□ 臨床検査施設 □ エックス線診療室 

□ 調剤所 

□ 病床数（     床） 

□ 医師住宅   □ 看護師住宅 

 

※ へき地医療拠点病院に医師を派遣する病院にあっては、（１）総括表の「施設」欄の記載と重複するため、本表

の「施設」欄は記載不要。 



４ 職種別従業員数 

  職種 

 

人員 

医
師 

歯
科
医
師 

薬
剤
師 

診
療
放
射
線
技
師 

歯
科
技
工
士 

臨
床
検
査
技
師 

歯
科
衛
生
士 

看
護
師 

助
産
師 

栄
養
士 

理
学
療
法
士 

作
業
療
法
士 

臨
床
工
学
技
士 

事
務
職
員 

調
理
師 

そ
の
他 

計 

定 員 13 1 3 ― ― ― ― 58 ― 1 ― ― ― ― ― ― 76 

実人員 15 1 4 7 1 8 3 127 ― 3 22 13 2 43 ― 33 286 

内特殊 

関係者 
3       1      1   5 

 

５ 勤務体制 

 体  制 
昼間（15時現在） 夜間（３時現在） 休日（15時現在） 

専 任 兼 任 専 任 兼 任 専 任 兼 任 

医師 
病院内  11 1  1  

オンコール    4  4 

内 精神科医（再掲） 
病院内       

オンコール       

内 小児科医（再掲） 
病院内       

オンコール       

内 産婦人科医（再掲） 
病院内       

オンコール       

薬剤師 
病院内  4     

オンコール    1  1 

診療放射線技師 
病院内  7   1  

オンコール    1  1 

臨床検査技師 
病院内     1  

オンコール       

看護師 
病院内 1 84 1 11 1 52 

オンコール    1  1 

合   計 
病院内 1 106 2 11 4 52 

オンコール    7  7 

内 救急医療（再掲） 

（精神科救急医療含む） 

病院内 1 106 2 11 4 52 

オンコール    7  7 

内 周産期医療（再掲） 
病院内       

オンコール       

内 小児救急医療（再掲） 
病院内       

オンコール       

 

 

 

 

 

 



６ その他の体制  
※「有無」について、有の場合は空欄に「○」を付すこと。 

 

(1)精神科救急医療の場合のみ 

・ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則第５条の２第１号に基づく都

道府県知事の指定の有無 
 

・ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則第５条の２第３号に基づく常

時勤務する指定医の人数 
    人 

 

(2)災害医療の場合のみ 

・ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の有無  

 

(3)新興感染症発生・まん延時における医療の場合のみ 

 ①感染症法第３６条の３第１項に規定する医療措置協定であって、同項第１号に掲げる事項に係るもの 

について 

次の措置を全て含む協定締結の有無 

・ 感染症法第３６条の９第１項に規定する医療協定等措置のうち、都道府県知事の

要請があった日から起算して７日以内に即応病床化し、かつ確保病床数が３０床以

上であることを内容に含んだ病床確保に係る措置 

・ 感染症法第３６条の９第１項に規定する医療協定等措置のうち、都道府県知事の

要請があった日から起算して７日以内に開始し、かつ１日当たり２０人以上の診療

を行うことを内容に含んだ発熱外来に係る措置 

・ 医療人材派遣に係る措置 

 

 

 ②医療法第３０条の１２の６第１項に規定する協定について     

・ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）に係る協定締結の有無  

・ 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）に係る協定締結の有無  

・ 災害支援ナースに係る協定締結の有無  

 

  ※都道府県知事と締結した「医療措置協定」及び「医療法第３０条の１２の６第１項に規定する協定」

を添付すること。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「添付書類（構造設備及び体制）」の記載要領 

１ 各表共通 

   申請書又は決算届に記載した救急医療等確保事業を行っている病院（診療所）毎に記載すること。 
 

２ 「２ 許可病床数」 

医療法に基づき「患者収容定員」として使用許可を受けている「許可病床」の数を記載すること。 
 

３ 「３ 構造設備」 

（１）「（１）総括表」には、該当する業務の区分(複数の基準に該当する場合はその全て)及び所有する施設 

又は設備等の□にチェックすること。 

（２）「（２）災害医療の確保に関する事業に係る病院の概要」は、以下のとおり記載すること。 

① 「区分」欄には、建物の棟等の異なるごとに、その建物の名称（例えば、本館、第１外来診療棟、

第１病棟等）を記載すること。 

② 「構造の概要」欄には、その建物の構造の概要（例えば、鉄筋コンクリート３階建、木骨モルタル

造２階建等）を記載すること。 

③ 「耐震基準」欄には、「耐震基準を有する」又は「耐震基準を有しない」を記載すること。 

※ 耐震構造を有する場合とは、昭和５６年６月１日以降に建築確認を受けた建物であるか、昭和  

５６年５月３１日以前に建築された建物であっても、建築基準法（昭和５６年６月１日施行令改正）

に基づく耐震基準を満たすものや耐震補強工事等により新耐震基準を満たすものをいう。 

④ 「用途の区分」欄には、その建物の用途の異なるごとに、その用途（例えば、診察室、処置室、臨

床検査施設、エックス線診療室、調剤所、病室、医師住宅等）を記載すること。 

⑤ 「室数」欄には、その建物の用途別の区分に応じ、その室数を記載すること。 

（３）「（３）へき地医療拠点病院に医師を派遣する場合、又は開設するへき地診療所の所在地の都道府県に

おいて病院を開設する場合の当該病院の概要」には、医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当す

るへき地診療所の所在地の都道府県において、当該医療法人が開設するすべての病院について記載する

こと。 

  ① 「施設」欄には、該当する施設の□にチェックすること（へき地医療拠点病院に医師を派遣する病

院にあっては、（１）総括表に記載済みのため記載不要）。 

  ② 「へき地からの入院患者の受入れ体制」欄には、その具体的な体制（例えば、病院開院時間におけ

るへき地の患者の受け入れ（外来、入院、検査等）の可否、○○病院が所有する患者輸送車により搬

送できる体制、情報システムにより診療を支援できる体制等）を記載すること。 

    なお、へき地医療拠点病院へ医師を派遣する病院にあっては、へき地医療拠点病院からへき地診療

所へ派遣された医師との連携を図るため、へき地診療所で対応困難な場合等において、当該病院の窓

口を経由して対応可能な医師等に相談し、必要な助言・指導を受けられる体制（例えば、「担当窓口：

○○室、対応方法：へき地診療所からの応援要請（へき地医療拠点病院を経由する場合を含む。）に対

して対応可能な医師等に院内ＰＨＳで連絡し、適切な助言指導を行う。」など）についても記載するこ

と。 
 

４ 「４ 職種別従業員数」 

（１）直近に終了した会計年度の末日における人数を記載すること。 

（２）特殊関係者とは、医療法人の設立者、理事、監事、社員若しくは評議員（以下「設立者等」という。）

又はこれらの者と親族等の関係を有する者をいう。なお、親族等とは、次の者をいう。 

① 設立者等の配偶者及び三親等以内の親族 

② 設立者等と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ 設立者等の使用人及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金銭その他の財産によって生計を維

持しているもの 

④ ロ又はハに掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの 
 

５ 「５ 勤務体制」 

（１）休日（日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）第３条に規定する休日及び年末年



始の日（１月１日を除く 12月 29日から１月３日まで）を指すこと。）の欄には、直近に終了した会計年

度の最終の休日における勤務体制を記載すること。 

（２）昼間、夜間の欄には、直近に終了した会計年度の（１）の休日を除く最終の日における勤務体制を記

載すること。 

（３）専任とは、救急医療（精神科救急医療）、周産期医療又は小児救急医療を担当するために配置された者 

を指す。 



 添付書類１－１（救急医療） 

医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当する旨を説明する書類 

                        社会医療法人 嵐陽会 

                  申請者名： 理事長 森 宏                    

 

                住  所：新潟県三条市本町 5丁目 2番 30号                     

 

 以下のとおり相違ありません。 

 

病  院  名 三之町病院 

病院の所在地 新潟県三条市本町 5丁目 2番 30号 

管轄保健所名 新潟県三条保健所 

 

〔時間外等加算割合〕 

区    分 ６歳以上の件数 ６歳未満の件数 合    計 

初診料の算定件数 11,970件 249件 Ａ     12,219件 

内 時間外加算の算定件数 1,453件 54件 ①      1,507件 

内 休日加算の算定件数 752件 23件 ②       775件 

内 深夜加算の算定件数 505件 8件 ③       513件 

内 時間外加算の特例の算定件数 0件 0件 ④        0件 

時間外等加算割合｛（①＋②＋③＋④）／Ａ｝ 22.8％ 

 （記載上の注意事項） 

○ 直近に終了した３会計年度における初診料（診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表

第一区分番号Ａ000に掲げるものをいう。）の算定件数を記載すること。 

添付資料 

  ○ 時間外等加算件数明細表 

 

 

 

 

 

 



 時間外等加算件数明細表  

 

 （自 令和 6年 4月 1日 至 令和 7年 3月 31日） 

区    分 ６歳以上の件数 ６歳未満の件数 合    計 

初診料の算定件数 3,732件 61件 3,793件 

内 時間外加算の算定件数 525件 16件 541件 

内 休日加算の算定件数 327件 8件 335件 

内 深夜加算の算定件数 184件 3件 187件 

内 時間外加算の特例の算定件数 0件 0件 0件 

 

 （自 令和 5年 4月 1日 至 令和 6年 3月 31日） 

区    分 ６歳以上の件数 ６歳未満の件数 合    計 

初診料の算定件数 4,352件 88件 4,440件 

内 時間外加算の算定件数 462件 17件 479件 

内 休日加算の算定件数 228件 7件 235件 

内 深夜加算の算定件数 167件 2件 169件 

内 時間外加算の特例の算定件数 0件 0件 0件 

 

 （自 令和 4年 4月 1日 至 令和 5年 3月 31日） 

区    分 ６歳以上の件数 ６歳未満の件数 合    計 

初診料の算定件数 3,886件 100件 3,986件 

内 時間外加算の算定件数 466件 21件 487件 

内 休日加算の算定件数 197件 8件 205件 

内 深夜加算の算定件数 154件 3件 157件 

内 時間外加算の特例の算定件数 0件 0件 0件 

 

 （合  計） 

区    分 ６歳以上の件数 ６歳未満の件数 合    計 

初診料の算定件数 11,970件 249件 12,219件 

内 時間外加算の算定件数 1,453件 54件 1,507件 

内 休日加算の算定件数 752件 23件 775件 

内 深夜加算の算定件数 505件 8件 513件 

内 時間外加算の特例の算定件数 0件 0件 0件 

 （記載上の注意事項） 

  ○（合計）の表以外については、会計年度毎に記載すること。 



添付書類 7  

 

 公的な運営に関する要件（医療法第４２条の２第１項第１号から第３号まで及び

第６号）に該当する旨を説明する書類（運営） 
                        社会医療法人 嵐陽会 

                  申請者名： 理事長  森  宏                    

 

                住  所： 新潟県三条市本町 5丁目 2番 30号                    

 

 以下のとおり相違ありません。 

 

１ 運営組織（法第４２条の２第１項第１号から第３号まで、規則第３０条の３５の３第１項第１

号イ及びハ） 

 総   数 

最も人数の多い 

親 族 等 の 

グループの人数 

親  族  等 

の  割  合 

最も人数の多い 

他の同一団体の 

グループの人数 

他の同一団体 

の  割  合 

理 事 7人 

1人 11.1％ 

0人 0％ 

監 事 2人 0人 0％ 

社 員 12人 1人 8.3％   

評議員 ―人 ―人 ―％   

 

２ 役員等の選任方法（規則第３０条の３５の３第１項第１号ロ） 

  （財団医療法人である場合は、該当する項目欄の□にチェックすること。） 

   □ すべての評議員を理事会において推薦 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 報酬等の支給基準（規則第３０条の３５の３第１項第１号ニ） 

  （該当する項目欄の□にチェックすること。） 

   ■ 理事、監事及び評議員に対する報酬等について、支給基準を定めている 

    

 支給基準の内容 

理 事 

１．常勤理事：月額 100,000円～500,000円、賞与及び退職手当の支給あり 

２．非常勤理事：月額 20,000 円～40,000 円、会議日当及び退職手当の支給

あり 

監 事 
１．常勤監事：現在、常勤監事は在籍ないため、規定なし 

２．非常勤監事：月額 10,000円～30,000円、会議日当及び退職手当の支給あり 

評議員 該当なし 

添付資料 

  ○ 理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準 

 

４ 経理内容（規則第３０条の３５の３第１項第１号ホ及びへ） 

区   分 
医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は 

特定の個人若しくは団体に対する特別の利益の供与の内容 
特別の利益の有無 

施設の利用 該当なし 無 

金銭の貸付け 職員の「嵐陽会奨学金」利用 13件、計 26,150,000円 無 

資産の譲渡 該当なし 無 

給与の支給 該当なし 無 

役員等の選任 該当なし 無 

その他財産の運用 

及び事業の運営 
該当なし 無 

 

 

 

 

 

 



５ 遊休財産（規則第３０条の３５の３第１項第１号ト及び第２項） 

区         分 金      額 

Ａ 資産の総額 2,306,343,942円 

Ｂ 純資産の額 992,177,165円 

Ｃ 純資産の額の資産の総額に対する割合（Ｂ／Ａ×１００） 43.02％ 

Ｄ 控除対象財産の帳簿価額（イからへまでの合計額） 1,911,580,812円 

イ 本来業務の用に供する財産 1,910,410,175円 

ロ 附帯業務の用に供する財産 1,170,637円 

ハ 収益業務の用に供する財産 0円 

ニ イからハまでに掲げる業務を行うために保有する財産 0円 

ホ 減価償却引当特定預金 0円 

ヘ 特定事業準備資金 0円 

Ｅ 遊休財産額（（Ａ－Ｄ）×Ｃ） 169,827,098円 

Ｆ 事業費用の額 2,609,221,715円 

添付資料 

  ○ 直近に終了した会計年度の貸借対照表及び損益計算書（新たに社会医療法人の認定を受けようとする場合に限

る。） 

 

 

 



６ 保有財産（規則第３０条の３５の３第１項第１号チ） 

区   分 具 体 的 な 内 容 
他の団体の意思決 

定への関与の有無 

株  式 燕三条 FM放送局  100万円 
 

無 

出  資 三条信用金庫 出資金  70万円 
 

無 

社団法人の社員権 該当なし 無 

組合契約 該当なし 無 

信  託 該当なし 無 

外国の法令に基づく 

財産 
該当なし 無 

 

７ 法令違反（規則第３０条の３５の３第１項第１号リ） 

区   分 具 体 的 な 内 容 事実の有無 

法令違反 該当なし 
 

無 

勧告に反する開設、 

増床、種別変更 
該当なし 

 

無 

帳簿書類の隠ぺい、 

仮装 
該当なし 

 

無 

その他公益に反する 

事実 
該当なし 

 

無 

 

 



「公的な運営に関する要件に該当する旨を説明する書類（運営）」の記載要領 

 

１ 「１ 運営組織」 

（１）「理事、監事、社員及び評議員に関する明細表」（書類付表１）の記載内容に基づき、各欄を記載するこ

と。 

（２）「最も人数の多い他の同一団体のグループの人数」欄には、公益社団法人又は公益財団法人又は医師会、

医会及び学会等の医学若しくは医術又は公衆衛生に関する学術団体であって法人格を有するもの（医師

以外をその構成員とするものを除く。）（以下「公益法人等」という。）を除く他の同一団体のグループの

人数を記載すること。 

 

２ 「２ 役員等の選任方法」 

   該当する項目欄の□にチェックすること。 

 

３ 「３ 報酬等の支給基準」 

   該当する項目欄の□にチェックすること。 

   支給基準を定めている場合には、その内容を記載し、当該支給基準を添付すること。 

 

４ 「４ 経理内容」 

（１）「医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体に対する特別の利

益の供与の内容」欄には、「経理等に関する明細表」（書類付表２）の記載内容に基づき、次のように記載

すること。 

  ① 「施設の利用」欄 

    医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体が医療法人の施

設を利用している場合に、その利用状況の内容を記載すること。 

  ② 「金銭の貸付け」欄 

    医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体に金銭を貸し付

けている場合に、その貸付けの内容を記載すること。 

  ③ 「資産の譲渡」欄 

    医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体に資産を譲渡し

た場合に、その譲渡の内容を記載すること。 

  ④ 「給与の支給」欄 

    医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体に対し支給して

いる給与について、その支給の内容を記載すること。 

  ⑤ 「役員等の選任」欄 

    医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体が理事、監事、

社員又は評議員に選任された場合に、その選任状況の内容を記載すること。 

  ⑥ 「その他財産の運用及び事業の運営」欄 

    医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体からの借用物件、

借入金及び譲受資産等がある場合に、その取引の内容について記載すること。 

（２）医療法人の関係者とは、次に掲げる者とする。 

   イ 当該医療法人の理事、監事又は使用人 

   ロ 当該医療法人が社団医療法人である場合にあっては、その社員 



   ハ 当該医療法人が財団医療法人である場合にあっては、その設立者又は評議員 

   ニ イからハまでに掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族 

   ホ イからハまでに掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

   ヘ イからハまでに掲げる者から受ける金銭その他の財産によって生計を維持しているもの 

   ト ホ又はヘに掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの 

（３）特定の個人又は団体の利益を図る活動を行う者とは、次に掲げる者とする。 

   イ 株式会社その他の営利事業を営む者に対して寄附その他の特別の利益を与える活動（公益法人等

に対して当該公益法人等が行う公益目的の事業又は医学若しくは医術又は公衆衛生に関する事業の

ために寄附その他の特別の利益を与えるものを除く。）を行う個人又は団体 

   ロ 特定の者から継続的に若しくは反復して資産の譲渡、貸付け若しくは役務の提供を受ける者又は

特定の者の行う会員等相互の支援、交流、連絡その他その対象が会員等である活動に参加する者に

共通する利益を図る活動を行うことを主たる目的とする団体 

 

５ 「５ 遊休財産」 

「保有する資産の明細表」（書類付表３）の記載内容に基づき、次のように記載すること。 

① 「Ａ 資産の総額」欄 

  直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する資産の部の合計額を記載すること。ただし、純資

産の部に評価・換算差額等の額を計上する場合にあっては、当該評価・換算差額等の額を資産の部の

合計額から控除するものとする。 

② 「Ｂ 純資産の額」欄 

  直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する純資産の部の合計額（貸借対照表上の資産の総額か

ら負債の額を控除した額）を記載すること。ただし、評価・換算差額等の額を計上する場合にあっては、

当該評価・換算差額等の額を純資産の部の合計額から控除するものとする。 

③ 「Ｃ 純資産の額の資産の総額に対する割合」欄 

  純資産の部の合計額の資産の部の合計額に占める割合（その数に小数点以下一位未満の端数がある

ときは、これを四捨五入する。）を記載すること。 

④ 「イ 本来業務の用に供する財産」欄 

  当該医療法人が開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の業務の用に供する財産の

帳簿価額を記載すること。 

⑤ 「ロ 附帯業務の用に供する財産」欄 

  医療法第４２条各号に規定する業務の用に供する財産の帳簿価額を記載すること。 

⑥ 「ハ 収益業務の用に供する財産」欄 

  医療法第４２条の２第１項に規定する厚生労働大臣が定める収益業務の用に供する財産の帳簿価額

を記載すること。 

⑦ 「ニ イからハまでに掲げる業務を行うために保有する財産」欄 

  現に使用されていないが、イからハまでに掲げる業務のために使用されることが見込まれる財産の

帳簿価額（業務の用に供するまでに発生する請負前渡金及び建設用材料部品の買入代金等を含む。）を

記載すること。 

⑧ 「ホ 減価償却引当特定預金」欄 

  イからハまでに掲げる業務を行うための財産の取得又は改良に充てるために保有する資金として、

直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する「減価償却引当特定預金」の額を記載すること。 

⑨ 「ヘ 特定事業準備資金」欄 



  将来の特定の事業（定款又は寄附行為に定められた事業に限る。）の実施のために特別に支出（引当

金に係る支出及びホの資金を除く。）する費用に係る支出に充てるために保有する資金として、直近に

終了した会計年度の貸借対照表に計上する「○○事業特定預金」の合計額を記載すること。 

⑩ 「Ｅ 遊休財産額」欄 

  直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する資産の総額から控除対象財産の帳簿価額の合計額

を控除した額に、純資産の額の資産の総額に対する割合を乗じて得た額（その数に小数点未満の端数

があるときは、これを四捨五入する。）を記載すること。 

 

６ 「６ 保有財産」 

  ① 「株式」欄 

    医療法人が株式を保有している場合に、その内容を記載すること。 

  ② 「出資」欄 

    医療法人が特別の法律により設立された法人の発行する出資に基づく権利を保有している場合に、

その内容を記載すること。 

  ③ 「社団法人の社員権」欄 

    医療法人が合名会社、合資会社、合同会社その他の社団法人の社員権を保有している場合に、その

内容を記載すること。 

  ④ 「組合契約」欄 

    医療法人が民法第６６７条第１項に規定する組合契約、投資事業有限責任組合契約に関する法律（平

成１０年法律第９０号）第３条第１項に規定する投資事業有限責任組合契約又は有限責任事業組合契

約に関する法律（平成１７年法律第４０号）第３条第１項に規定する有限責任事業組合契約に基づく

権利を保有している場合に、その内容を記載すること。 

  ⑤ 「信託」欄 

    医療法人が信託契約に基づく委託者又は受益者としての権利を保有している場合に、その内容を記

載すること。 

  ⑥ 「外国の法令に基づく財産」欄 

    医療法人が外国の法令に基づく財産であって、①から⑤までに掲げる財産に類するものを保有して

いる場合に、その内容を記載すること。 

 

７「７ 法令違反」 

   「法令違反」欄には、直近の３会計年度において、次に掲げる事実がある場合に、その内容を記載する

こと。 

   イ 医療に関する法律に基づき医療法人又はその理事長が罰金刑以上の刑事処分を受けた場合 

   ロ 医療法人の開設する医療機関に対する医療監視の結果、重大な不適合事項があり、都道府県知事

から改善勧告が行われたが是正されない場合 

   ハ 医療法第３０条の１１の規定に基づく都道府県知事の勧告に反する病院の開設、増床又は病床種

別の変更が行われた場合 

   ニ 医療法人の業務若しくは会計が法令、法令に基づく都道府県知事の処分、定款若しくは寄附行為

に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認められた場合であって、医療法第６４条第１項の

必要な措置をとるべき旨の命令若しくは第２項の業務の全部若しくは一部の停止の命令又は役員の

解任の勧告が発せられた場合 

   ホ その他イからニまでに相当する医療関係法令についての重大な違反事実があった場合 



 



（書類付表１） 

理事、監事、社員及び評議員に関する明細表 

  【理事】 

区  分 氏   名 親族等の関係 職    業 
法人格の有

無 

理事 

理事長 
森 宏  

三之町病院 、医師 有 

三条市医師会会員 有  

 有・無 

理事  

常務理事 
阿部 聰  

三之町病院 副院長、医師 有  

三条市医師会会員 有  

 有・無 

理事 小澤 常徳  

三之町病院 院長 医師 有  

三条市医師会会員 有  

 有・無 

理事 木宮 隆  

株式会社キミヤ 代表取締役会長 有  

三条商工会議所会員 有  

 有・無 

理事 外山 博  

外山産業（株） 相談役 有  

 有・無 

 有・無 

理事 波多 淳一  

三之町病院 事務長 有  

 有・無 

 有・無 

理事 羽賀 一真  

株式会社ハイン 代表取締役 有  

 有・無 

 有・無 

 有・無 

 

（書類付表１） 

理事、監事、社員及び評議員に関する明細表 

【監事】 

区  分 氏   名 
親族等の関

係 
職    業 

法人格の

有無 

監事 三本 光雄  

無職  無 

 有・無 

 有・無 

監事 品田 昭彦  

有限会社アド・メディカル 有  

代表取締役 有・無 

 有・無 



（書類付表１） 

理事、監事、社員及び評議員に関する明細表 

  【社員】 

区  分 氏   名 
親族等の関

係 
職    業 

法人格の

有無 

社員 

理事長 

 

森 宏  

三之町病院 医師 有  

三条市医師会会員 有  

 有・無 

 有・無 

 有・無 

社員  

常務理事 
阿部 聰  

三之町病院 副院長、医師 有  

三条市医師会会員 有  

 有・無 

 有・無 

 有・無 

社員  

理事 
小澤 常徳  

三之町病院 院長、医師 有  

三条市医師会会員 有  

 有・無 

 有・無 

 有・無 

社員  

理事 
木宮 隆  

株式会社キミヤ 代表取締役会長 有  

三条商工会議所会員 有  

 有・無 

 有・無 

 有・無 

社員  

理事 
外山 博  

外山産業（株） 相談役 有  

 有・無 

 有・無 

社員  

理事 

 

波多 淳一 

 

 

三之町病院 事務長 有  

 有・無 

 有・無 

 有・無 

社員  

理事 
羽賀 一真  

株式会社ハイン 代表取締役 有  

 有・無 

 有・無 

社員 

監事 
品田 昭彦  

有限会社アド・メディカル 有  

代表取締役 有・無 

 有・無 

 有・無 

 



書類付表１） 

理事、監事、社員及び評議員に関する明細表 

  【社員】 

区  分 氏   名 
親族等の関

係 
職    業 

法人格の

有無 

社員  

監事 
三本 光雄  

無職 無  

 有・無 

 有・無 

 有・無 

社員 中嶋 俊明  

なかじま医院 院長 有  

 有・無 

 有・無 

社員 須田 剛  

須田医院 院長 有  

 有・無 

 有・無 

社員 鈴木美智子  

三之町病院 看護部長 有  

 有・無 

 有・無 

「理事、監事、社員及び評議員に関する明細表」（書類付表１）の記載要領 

 

（１）理事、監事、社員及び評議員（以下「社員等」という。）について、申請時に就任しているすべての者

を、それぞれ別葉に記載すること。 

（２）「区分」欄には、社員等のいずれかを記載すること。なお、役職名（理事長等）を記載すること。 

（３）「親族等の関係」欄には、社員等のそれぞれについて、それぞれのグループの中で親族関係を有する者

及び特殊の関係がある者がいる場合に、その旨（例えば、○○の配偶者、△△の使用人等）を記載するこ

と。 

なお、親族関係を有する者及び特殊の関係がある者とは、次に掲げる者をいう。 

   イ 社員等の配偶者及び三親等以内の親族 

   ロ 社員等と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

   ハ 社員等の使用人及び使用人以外の者で当該社員等から受ける金銭その他の財産によって生計を維

持しているもの 

   ニ ロ又はハに掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの 

（４）「職業」欄には、当該医療法人における役職等及び当該医療法人以外の勤務先又は所属している学術団

体等の名称並びに役職等をすべて具体的に（例えば当法人○○病院院長、○○会社社長、○○事務所事

務員、○○医師会会員等）記載し、当該勤務先又は学術団体等にかかる法人格の有無について「法人格

の有無」欄に記載すること。 

 



（書類付表２） 

経理等に関する明細表 

 

１ 医療法人の関係者等の施設の利用明細 

区  分 
関係者等の 

氏名又は名称 
特殊の関係 内   容 利用年月日 利用料金 

施設の貸与 

該当なし     

     

     

     

     

     

そ の 他 

職員の診療 該当なし 診療行為 都度 
通常の     

本人負担分 

該当なし     

 

 

２ 医療法人の関係者等に対する貸付金の明細 

 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

佐野 華央 ¥1,350,000 ￥640,000 H30.11.22 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

丸山 佳菜詠 ¥2,880,000 ¥960,000 R2.4.25 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

成沢 千種 ￥2,880,000 ￥40,000     R2.9.25 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 



貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

伊藤 千加 ￥2,880,000 ￥80,000 R3.4.23 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

酒井 千菜津 ¥2,880,000 ¥80,000 R3.4.23 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

澁川 愛唯 ¥2,720,000 ¥80,000 R4.6.24 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

柳 まひろ ¥1,920,000 ¥80,000 R4.7.25 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

阿部 貴恵 ￥1,920,000 ￥80,000 R5.4.25 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

高野 真緒 ￥1,920,000 ￥80,000 R5.4.25 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

若月 澪 ¥960,000 ¥80,000 R6.4.25 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

小林 流月煌 ¥960,000 ¥80,000 R6.4.25 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 



 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

田代 莉子  ¥1,920,000 ¥80,000 R5.4.25 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日 

外山 琴理 ¥960,000 ¥80,000 R6.4.25 

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

0.00％ ￥0 連帯保証人 2名 該当なし 

 

 

３ 医療法人の関係者等に対する譲渡資産の明細 

譲渡先の氏名又は名称 譲渡資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量 

該当なし    

譲渡年月日 譲渡価額 特殊の関係 備考 

    

 

譲渡先の氏名又は名称 譲渡資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量 

    

譲渡年月日 譲渡価額 特殊の関係 備考 

    

 

４ 医療法人の業務に従事している関係者等である従業員の明細 

氏  名 職務内容 就職年月日 
常勤又は 

非常勤の別 

社 員 等 

との関係 

給与の支給 

の 有 無 

森 宏   医  師 H20.5.1 常勤 理事長 有  

小澤 常徳 
三之町病院 

院 長 
H24.4.1 常勤 理 事 有 

阿部 聰 
三之町病院 

副 院 長 
H17.10.1 常勤 常務理事 有  

波多 淳一 
三之町病院 

事 務 長 
R5.11.1 常勤   理 事 有  

鈴木 美智子 
三之町病院 

看 護 部 長 
R1.5.21 常勤   社 員 有  

     有 ・ 無 

５ その他 

（１）医療法人の関係者等からの借用物件の明細 



貸主の氏名又は名称 物件名 地目、構造、規格等 面積数量 用途 

該当なし     

借用年月日 借用期間 賃借料 特殊の関係 備考 

     

 

貸主の氏名又は名称 物件名 地目、構造、規格等 面積数量 用途 

     

借用年月日 借用期間 賃借料 特殊の関係 備考 

     

（２）医療法人の関係者等からの借入金の明細 

債権者の氏名又は名称 借入金現在高 借入当初の元本 借入当初の年月日 

該当なし    

利率 年間の支払利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係 

    

（３）医療法人の関係者等からの譲受資産の明細 

譲受先の氏名又は名称 譲受資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量 

該当なし    

譲受年月日 譲受価額 特殊の関係 備考 

    

 

譲受先の氏名又は名称 譲受資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量 

    

譲受年月日 譲受価額 特殊の関係 備考 

    

 

 

（４）医療法人の関係者等が社員等となっている他の法人の明細 

関係者等 

の 氏 名 

特 殊 の 

関  係 

医療法人の関係者等が社員等となっている他の法人の明細 

法 人 名 所 在 地 代表者名 取引状況 役 職 等 

木宮 隆  理 事 （株）キミヤ 
新潟県三条市 

3丁目 17番 17号 
木宮裕二 取引なし 取締役会長 

外山 博  理 事  外山産業(株) 
新 潟 県 三 条 市 

南四日町 4-1-97 
外山晴一 取引なし 相談役 

 品田 昭彦 監 事 (有)アド・ﾒﾃﾞｨｶﾙ 
新潟県長岡市柏

町 2-6-32 
品田昭彦 取引なし 代表取締役 

羽賀 一真 理 事 （株）ハイン 
新潟県三条市西

本成寺 2-13-7 
羽賀一真 

取 引 あ り  

(エレベーターの
代表取締役 



保守点検を請負） 

中嶋 俊明  社 員 なかじま医院 
新潟県三条市新

堀 1305-1 
中嶋俊明 取引なし 院長 

須田 剛  社 員 須田医院 

新潟県南蒲原郡

田上町羽生田丙 

151-14 

須田 剛 取引なし 院長 

       

       

       

 

（５）その他財産の運用及び事業の運営 

医療法人の関係者等 

の氏名又は名称 
具  体  的  な  内  容 

該当なし  

  

  

  

「申請者の経理等に関する明細表」（書類付表２）の記載要領 

 

１ 各欄共通 

  医療法人の関係者等とは、次に掲げる者とする。 

  イ 当該医療法人の理事、監事又は使用人 

  ロ 当該医療法人が社団医療法人である場合に-あっては、その社員 

  ハ 当該医療法人が財団医療法人である場合にあっては、その設立者又は評議員 

  ニ イからハまでに掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族 

  ホ イからハまでに掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

  ヘ イからハまでに掲げる者から受ける金銭その他の財産によって生計を維持しているもの 

  ト ホ又はヘに掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの 

チ 株式会社その他の営利事業を営む者に対して寄附その他の特別の利益を与える活動（公益法人等に対し

て当該公益法人等が行う公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第２条第４号に規定する公益

目的事業又は医学若しくは医術又は公衆衛生に関する事業のために寄附その他の特別の利益を与えるものを

除く。）を行う個人又は団体 

リ 特定の者から継続的に若しくは反復して資産の譲渡、貸付け若しくは役務の提供を受ける者又は特定の

者の行う会員等相互の支援、交流、連絡その他その対象が会員等である活動に参加する者に共通する利益を

図る活動を行うことを主たる目的とする団体 

 



２ 「１ 医療法人の関係者等の施設の利用明細」 

 ① 申請時における医療法人の関係者等について、次の区分に応じて記載すること。 

  イ 医療法人の関係者等に対して、医療法人の土地、建物等の物件を賃貸（無償で使用させている場合

を含む。）している場合には、「施設の貸与」欄にその内容を記載すること。 

  ロ 医療法人の関係者等に対して、上記以外に当該医療法人の施設を利用させている場合には、「その他」

欄にその内容を記載すること。 

 ② 「特殊の関係」欄には、使用者が理事長であれば「理事長」と、理事の配偶者であれば「理事○○の配

偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行う者であ

ればその個人名又は団体名を記載すること。 

 ③ 「内容」欄には、その施設の利用状況（例えば、社宅として建物を貸与、他の法人（会社）の事務室

等）を記載すること。 

 ④ 「利用年月日」欄には、その施設の利用年月日（例えば、社宅の貸与の場合等には利用期間）を記載す

ること。 

 

３ 「２ 医療法人の関係者等に対する貸付金の明細」 

 ① 医療法人の関係者等に対する貸付金がある場合に記載すること。 

 ② この表の記載は、貸付先の異なるごとに記載すること。 

 ③ 貸付金現在高は、直近に終了した会計年度の末日現在の金額を記載すること。 

 ④ 貸付当初の元本は、貸換えにより継続しているものについては、当初の金額を記載すること。 

 ⑤ 「特殊の関係」欄には、貸付の相手方が理事長であれば「理事長」と、理事の配偶者であれば「理事○

○の配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行う

者であればその個人名又は団体名を記載すること。 

 

４ 「３ 医療法人の関係者等に対する譲渡資産の明細」 

 ① 直近に終了した３会計年度において、医療法人の関係者等（譲渡時に医療法人の関係者等であった者

を含む。）に対して、医療法人の土地、建物、医療機械器具等の主要な資産の譲渡がある場合に記載すること。 

 ② 「特殊の関係」欄には、貸付の相手方が理事長であれば「理事長」と、理事の配偶者であれば「理事○

○の配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行う

者であればその個人名又は団体名を記載すること。 

 

５ 「４ 医療法人の業務に従事している関係者等である従業員の明細」 

 ① 申請時の従業員（医療法人の業務に従事している社員等（理事、監事、社員及び評議員をいう。以下同

じ。）のうち、医療法人の関係者等について記載すること。 

 ② 「職務内容」欄には、現在の担当している職務の内容（例えば、副院長、内科部長、事務長等）を記載

すること。 

 ③ 「社員等との関係」欄には、医療法人の社員等との関係（例えば、その者が理事長であれば「理事長」

と、理事の配偶者であれば「理事○○の配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若

しくは団体の利益を図る活動を行う者であればその個人名又は団体名等）について記載すること。 

 

６ 「５ その他」の「（１）医療法人の関係者等からの借用物件の明細」 

 ① 直近に終了した会計年度の末日現在において、医療法人の関係者等から土地、建物、医療機械器具等

の物件を賃借（無償で使用している場合を含む。）している場合に記載すること。 



 ② 「特殊の関係」欄には、貸主が理事長であれば「理事長」と、理事の配偶者であれば「理事○○の配偶

者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行う者であれ

ばその個人名又は団体名を記載すること。 

 ③ 「備考」欄には、賃借に際し、権利金、敷金の支払の有無及びその支払金額を記載すること。 

 

７ 「５ その他」の「（２）医療法人の関係者等からの借入金の明細」 

 ① 医療法人の関係者等からの借入金がある場合に記載すること。 

② この表の記載は、債権者の異なるごとに記載すること。 

③ 借入金現在高は、直近に終了した会計年度の末日現在の金額を記載すること。 

 ④ 借入当初の元本は、借換えにより継続しているものについては、当初の金額を記載すること。 

⑤ 「特殊の関係」欄には、債権者が理事長であれば「理事長」と、理事の配偶者であれば「理事○○の配偶

者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行う者であれ

ばその個人名又は団体名を記載すること。 

  

８ 「５ その他」の「（３）医療法人の関係者等からの譲受資産の明細」 

 ① 直近に終了した３会計年度において、医療法人の関係者等（譲渡時に医療法人の関係者等であった者

を含む。）から、医療法人に対して土地、建物、医療機械器具等の主要な資産の譲受がある場合に記載するこ

と。 

 ② 「特殊の関係」欄には、譲受の相手方が理事長であれば「理事長」と、理事の配偶者であれば「理事○

○の配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行う

者であればその個人名又は団体名を記載すること。 

 

９ 「５ その他」の「（４）医療法人の関係者等が社員等となっている他の法人の明細」 

① 申請時において、医療法人の関係者等が社員等（従業員を含む。）となっている他の法人がある場合に、

その明細を記載すること。 

② 「特殊の関係」欄には、当該関係者等が理事長であれば「理事長」と、理事の配偶者であれば「理事○○

の配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行う者

であればその個人又は団体名を記載すること。 

③ 「取引状況」欄には、当該他の法人と申請医療法人との取引の状況（例えば、病院の清掃を請け負う等）

を記載すること。 

 ④ 「役職等」欄には、他の法人における当該関係者等の役職等（例えば、役員、従業員等）を記載するこ

と。 

 

10 「５ その他」の「（５）その他財産の運用及び事業の運営」 

   申請時において、上記以外に財産の運用及び事業の運営に関し、医療法人の関係者等が利益を受けて

いる場合に、その内容を記載すること。 

 



（書類付表３） 

保有する資産の明細表 
１ 総括表 

区    分 
業務の用に 

供する財産 
保有財産 

減価償却引 

当特定預金 

特定事業 

準備資金 
その他の財産 

流動資産 429,520,265円    345,299,828円 

現金及び預金     339,383,066円 

事業未収金 406,598,614円    2,665,844円 

有価証券     0円 

たな卸資産 26,784,045円    0円 

前渡金 0円    0円 

前払費用 0円    2,918,640円 

その他の流動資産 -3,862,394円    332,278円 

固定資産 1,482,060,547円 円 円 円 49,463,302円 

有形固定資産 1,389,692,263円 円   11,249,122円 

  建物 763,801,562円 円   1,170,637円 

  構築物 2,091,054円 円   0円 

  医療用器械備品 97,689,017円 円   0円 

  その他の器械備品 27,327,498円 円   9,058,000円    

  車両及び船舶 3円 円   0円 

  土地 497,325,128円 円   1,020,485円 

  建物仮勘定  円   0円 

 その他の有形固定資産 1,458,001円 円   0円 

無形固定資産  55,597,089円 円   185,150円 

  借地権 11,252,170円 円   0円 

  ソフトウエア 43,202,887円 円   0円 

  電話加入権 1,142,032円 円   0円 

  共同施設設置費用 0円 円   185,150円 

その他の資産 36,771,195円  円 円 38,029,030円 

  保険料積立金     10,153,840円 

  投資有価証券     1,700,000円 

  敷金 15,000,000円    10,000円 

  長期前払費用 21,771,195円    0円 

  長期貸付金     26,150,000円 

  車両預託金     15,190円 

資産合計 
①   

1,911,580,812円 

②  

   0円 

③     

0円 

④      

0円 

  

394,763,130円 

 （記載上の注意事項） 

○ 直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する資産について記載すること。 

○ 表中の科目については貸借対照表に合わせ、必要な科目の追加又は不要な科目の削除を行うこと。 



 

 

２ 業務の用に供する財産の明細 

施設名(事業名) 

区分 
合   計 三之町病院   

流動資産 429,520,265円 429,520,265円 円 円 

事業未収金 406,598,614円 406,598,614円 円 円 

たな卸資産 26,784,045円 26,784,045円 円 円 

前渡金 0円 0円 円 円 

前払費用 0円 0円 円 円 

その他の流動資産 -3,862,394円 -3,862,394円 円 円 

固定資産 1,482,060,547円 1,482,060,547円 円 円 

 有形固定資産 1,389,692,263円 1,389,692,263円 円 円 

  建物 763,801,562円 763,801,562円 円 円 

  構築物 2,091,054円 2,091,054円 円 円 

  医療用器械備品 97,689,017円 97,689,017円 円 円 

  その他の器械備品 27,327,498円 27,327,498円 円 円 

  車両及び船舶 3円 3円 円 円 

  土地 497,325,128円 497,325,128円 円 円 

 その他の有形固定資産 1,458,001円 1,458,001円 円 円 

 無形固定資産 55,597,089円 55,597,089円 円 円 

  借地権 11,252,170円 11,252,170円 円 円 

  ソフトウエア 43,202,887円 43,202,887円 円 円 

 その他の無形固定資産 1,142,032円 1,142,032円 円 円 

 その他の資産 36,771,195円 36,771,195円 円 円 

  長期前払費用 21,771,195円 21,771,195円 円 円 

  繰延税金資産 0円 0円 円 円 

  その他の固定資産 15,000,000円 15,000,000円 円 円 

資産合計 
⑤         

1,911,580,812円 

        

1,911,580,812円 

円 円 

 （記載上の注意事項） 

○ 直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する資産について、開設する施設毎に記載（同一施設内において複

数の事業を行っている場合にあっては、主たる事業については施設名、その他については事業名を記載）すること。 

○ 表中の科目については貸借対照表に合わせ、必要な科目の追加又は不要な科目の削除を行うこと。 

  ただし、現金、預金、有価証券、建物仮勘定、貸付金その他これに類する資産については追加しないこと。 

○ ⑤が①と一致すること。 

 

 

 



 

 

３ 保有財産の明細 

保有財産（使用目的） 使用予定年月日 取得年月日 取得価額 
保有財産の 

帳簿価額 

  該当なし   円 円 

   円 円 

   円 円 

   円 円 

   円 円 

   円 円 

合     計 － － 円 ⑥      円 

 （記載上の注意事項） 

○ ⑥が②と一致すること。 

 

４ 減価償却引当特定預金の明細 

当該資金の目的 
財産の取得又は 

改良の予定年度 

左記の予定年度 

に必要な最低額 
減価償却累計額 

減価償却引当特

定 

預金の帳簿価額 

  該当なし  円 円 円 

  円 円 円 

  円 円 円 

  円 円 円 

  円 円 円 

  円 円 円 

合     計 － 円 円 ⑦      円 

 （記載上の注意事項） 

○ ⑦が③と一致すること。 

 

５ 特定事業準備資金の明細 

当該資金の目的 
特定事業の開始 

予 定 年 度 

左記の予定年度 

に必要な最低額 

毎会計年度に 

積み立てる額 

特定事業準備資

金の帳簿価額 

   該当なし  円 円 円 

  円 円 円 

  円 円 円 

  円 円 円 

  円 円 円 

合     計 － 円 円 ⑧      円 

 （記載上の注意事項） 

○ ⑧が④と一致すること。 



   ○ 当該資金の目的毎に必要な最低額に関する合理的な算定根拠について、「特定事業準備資金の明細の別紙」（任

意の様式）を作成し、併せて提出すること。（なお、当該別紙についても閲覧対象であること） 

 

６ 土地の明細 

住     所 総面積 内 借地の面積 内 自地の面積 用途の区分 

新潟県三条市本町五丁

目 2 番 30 号 
4,738.63 ㎡ 2，040，11 ㎡ 2，698.52 ㎡ 

三之町病院 

 

 

新潟県三条市本町四丁

目 573-1 他 
2,199.79 ㎡ ㎡ 2，199.79 ㎡ 

駐車場 

 

 

新潟県三条市本町五丁

目 265 番 
135.20 ㎡ ㎡ 135.20 ㎡ 

付属保育所 

 

 

 

７ 建物の明細 

区   分 構造の概要 総 面 積 自家・借

家 

用途の区分 用途別の面積 

本  棟 

鉄筋 

コンクリート

造 

7 階建（耐震） 

9,982.42 ㎡ 自家 

診察室 215.42㎡  

処置室 125.59㎡  

手術室 120.59㎡  

臨床検査施設 175.87㎡  

エックス線診療室 199.48㎡  

消毒施設 80.09㎡  

給食施設 213.40㎡  

洗濯施設 29.19㎡  

歯科技工室 10.41㎡  

病室 1,941.80㎡  

化学･細菌・病理

の検査施設 
11.28㎡  

病理解剖室 17.44㎡  

機能訓練室 402.73㎡  

放射性同位元素 77.78㎡  

M R 棟 

鉄骨 

コンクリート

造 4 階建 

 

826.25 ㎡ 自家 

磁気共鳴診断層映

像（MRI）撮影室 

125.73 ㎡ 

調剤所 66.27 ㎡ 

  

付属保育所 木造 2 階建 203.11 ㎡ 自家 

        

保育所 

 

     

   203.11 ㎡ 



８ 医療用器械備品の明細 

品     名 規   格 数 量 単 価 自用・借

用 

用途の区分 

マットプラットフォーム DY-215 1  ¥1 自用 機能訓練室 

Ｌ型昇降用練習階段 DY-87L-1 1  ¥1 自用 機能訓練室 

HKY式オーバーベッドフレーム DY-133B 1  ¥1 自用 機能訓練室 

HKY式肩関節輪転運動器 DY-30ES 1  ¥1 自用 機能訓練室 

移動式歩行補助平行棒 DY-79A 1  ¥1 自用 機能訓練室 

起立訓練用傾斜ベッド DY-89A 1  ¥1 自用 機能訓練室 

高級解剖台 KA-DA 1  ¥1 自用 病理解剖室 

駒井式脳定位手術装置 07-973-00 1  ¥1 自用 手術室 

ミニドライバー   1  ¥1 自用 手術室 

磁気レコーダー   1  ¥1 自用 手術室 

赤外線レーザー   1  ¥1 自用 歯科技工室 

WN真空埋没機   1  ¥1 自用 歯科技工室 

歯面清掃機 プロフィジェット 1  ¥1 自用 歯科技工室 

盲のう測定器 #2797 1  ¥1 自用 歯科技工室 

ハイブラスター   1  ¥1 自用 歯科技工室 

ポーソレンファネスツルーファイア   1  ¥1 自用 歯科技工室 

遠心鋳造機   1  ¥1 自用 歯科技工室 

両袖作業台   1  ¥1 自用 歯科技工室 

作業台   1  ¥1 自用 歯科技工室 

流し付き作業台   1  ¥1 自用 歯科技工室 

ポリシング作業台   1  ¥1 自用 歯科技工室 

遠心鋳造機作業台   1  ¥1 自用 歯科技工室 

ワックス作業台   1  ¥1 自用 歯科技工室 

ファーネス作業台   1  ¥1 自用 歯科技工室 

恒温水槽   1  ¥1 自用 臨床検査施設 

ドックスガス滅菌器   1  ¥1 自用 臨床検査施設 

分光光度計   1  ¥1 自用 臨床検査施設 

ハイドロコレーター   1  ¥1 自用 機能訓練室 

光重合器   1  ¥1 自用 診察室 

双極性凝固器   1  ¥1 自用 手術室 

エアードリル   1  ¥1 自用 手術室 

アングルアタッチメント   1  ¥1 自用 手術室 

ブラウン デルマトーム   1  ¥1 自用 手術室 

ストレッチャースケール   1  ¥1 自用 処置室 

脊椎後方手術フレーム   1  ¥1 自用 手術室 

クラニオトーム   1  ¥1 自用 手術室 

ランプハウス 12V 1  ¥1 自用 手術室 



デンタルサウンドチェッカー   1  ¥1 自用 診察室 

ハローリングセット マーク III 1  ¥1 自用 機能訓練室 

リーミングドライブ L150 1  ¥1 自用 手術室 

粘土成型用具セット   1  ¥1 自用 機能訓練室 

立作業台（スタンディングテーブル） S448 1  ¥1 自用 機能訓練室 

筋肉運動測定機 ミオヘッド No.432 1  ¥1 自用 機能訓練室 

顎関節撮影用ヘッドホルダー 
ヨシダ アキューレット

200 
1  ¥1 自用 エックス線診療室 

臨床用生体信号処理表   1  ¥1 自用 処置室 

肘関節機能回復訓練機 
レッグエクササイザー

II326 
1  ¥1 自用 機能訓練室 

供検用アタッチメント   1  ¥1 自用 臨床検査施設 

生物顕微鏡 ニコン X2F-21 1  ¥1 自用 
化学･細胞･病理の

検査施設 

遠心器バケット   1  ¥1 自用 
化学･細胞･病理の

検査施設 

キョウワグラス H-35 1  ¥1 自用 エックス線診療室 

滑走式ミクロトーム   1  ¥1 自用 
化学･細胞･病理の

検査施設 

アルファカート・ナインユニット   1  ¥1 自用 病室 

低床式油圧ストレッチャー   1  ¥1 自用 処置室 

デスカッション顕微鏡   1  ¥1 自用 
化学･細胞･病理の

検査施設 

ハイドロマスキュレーター   1  ¥1 自用 機能訓練室 

自動気腹器 
エレクトロオートフレ

ーターT-II 
1  ¥1 自用 手術室 

OES関節鏡セット   1  ¥1 自用 手術室 

卓上型高圧蒸気滅菌器   1  ¥1 自用 消毒施設 

CT定位固定用リング   1  ¥1 自用 エックス線診療室 

オートクレーブ   1  ¥1 自用 消毒施設 

UVロッカー   1  ¥1 自用 消毒施設 

オーソフィックス創外固定器 SMALL 30-000 1  ¥1 自用 手術室 

パノラマ X線装置 AUTO Ⅲ、60kV 1  ¥1 自用 エックス線診療室 

骨電気刺激装置   1  ¥1 自用 処置室 

高圧蒸気滅菌装置 ST-65 1  ¥1 自用 消毒施設 

オーソフィックス創外固定器 SMALL 30-000 1  ¥1 自用 手術室 

オーソフィックス創外固定器 SMALL 30-000 1  ¥1 自用 手術室 

オーソフィックス創外固定器 SMALL 30-000 1  ¥1 自用 手術室 

小型自動高圧蒸気滅菌器 MAC-550 1  ¥1 自用 消毒施設 

電動油圧整形手術台 MOS-1300B 1  ¥1 自用 手術室 



手術台 MOS-13008 1  ¥1 自用 手術室 

ハーグスリットランプ（眼科用） 900BQ 1  ¥1 自用 診察室 

タカギシステムディスク（眼科用） ST-75 1  ¥1 自用 診察室 

オート レンズ メーター（眼科用） LM-50α 1  ¥1 自用 診察室 

検眼レンズセット一式（眼科用） TL-35M 1  ¥1 自用 診察室 

視力検査装置（眼科用） VC-30 1  ¥1 自用 診察室 

ゴールドマン型視野計（眼科用） MT-325UD 1  ¥1 自用 診察室 

ヘス チャート プロジェクター（眼科

用） 
HE-183 1  ¥1 自用 診察室 

グリーンレーザー光凝固装置（眼科

用） 
Elite 1  ¥1 自用 診察室 

外来処置顕微鏡（眼科用） OM-5 1  ¥1 自用 診察室 

スリットランプ用ビデオシステム（眼科

用） 
DXC-C33 1  ¥1 自用 診察室 

自動視野計一式（眼科用） HFA-720 1  ¥1 自用 診察室 

ハンドスリットランプ（眼科用） SL-14 1  ¥1 自用 診察室 

気管支ビデオスコープ EF260 1  ¥1 自用 臨床検査施設 

上部消化器管ビデオスコープ GIF-XQ260 1  ¥1 自用 臨床検査施設 

超音波診断装置用ビデオカセット   1  ¥1 自用 臨床検査施設 

ERB型経直腸バイブレーンプローブ   1  ¥1 自用 臨床検査施設 

ウロフロメーター   1  ¥1 自用 臨床検査施設 

ウロダイナミック装置一式   1  ¥1 自用 臨床検査施設 

タッチモニター（開頭器一式）   1  ¥1 自用 手術室 

バッグシーラー HS-400 1  ¥1 自用 消毒施設 

大腸用電子スコープ CF-240A1 1  ¥1 自用 臨床検査施設 

ラジオグラフィ一式   1  ¥1 自用 エックス線診療室 

ドップラー血流測定装置 EZ-DOP 1  ¥1 自用 臨床検査施設 

誘発電位筋電図検査装置 MEB-9204 S/N00206 1  ¥1 自用 臨床検査施設 

高圧蒸気滅菌装置 VSSR-009 1  ¥1 自用 消毒施設 

ウォッシャー ディスインフェクター 
A0006501 Getinge46-

4 
1  ¥1 自用 消毒施設 

乾燥機 A0006502 S-363D 1  ¥88,352 自用 消毒施設 

UF無菌手洗装置 A0006503 JUS-T-2 1  ¥1 自用 消毒施設 

無影灯アウタスペイスリプラ A0006504 C7-4 1  ¥1 自用 手術室 

無影灯ユニバースリプラ A0006505 R60 1  ¥1 自用 手術室 

電動油圧手術台 
A0006506 MOT-

5601SRMB 
1  ¥1 自用 手術室 

多目的ベッドフレーム A0006507 1  ¥40,502 自用 手術室 

手術台補助板 A0006508 1  ¥1 自用 手術室 

CT装置冷却チラーユニット   1  ¥1 自用 エックス線診療室 



全身用アンギオグラフィシステム AXIOM Artist dFA 1  ¥1 自用 エックス線診療室 

バキュームモニター TCV-MAX 1  ¥1 自用 診察室 

セントラルモニター一式 CNS-9701 1  ¥1 自用 病室 

γ線エアモニター   2  ¥2 自用 ＲＩ検査室 

γ線ガスモニター   1  ¥1 自用 ＲＩ検査室 

γ線水モニター   1  ¥1 自用 ＲＩ検査室 

サンプリング切替装置   1  ¥1 自用 ＲＩ検査室 

中央監視装置   1  ¥1 自用 ＲＩ検査室 

ルームガスモニター   1  ¥1 自用 ＲＩ検査室 

ハンドフットクロスモニター   1  ¥1 自用 ＲＩ検査室 

加圧シスターン   1  ¥1 自用 ＲＩ検査室 

インバータ式移動型Ｘ線撮影装置 130HP 1  ¥1 自用 エックス線診療室 

細径脳神経硬性内視鏡セット   1  ¥1 自用 手術室 

血小板凝集能測定装置   1  ¥1 自用 臨床検査施設 

昇降式平行棒両直線型   1  ¥1 自用 機能訓練室 

心電計 ＥＣＧ－1350 1  ¥1 自用 臨床検査施設 

人工呼吸器 ＶＥＬＡｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ 1  ¥1 自用 病室 

口腔外バキューム ﾌﾘｰｱｰﾑﾌｫﾙﾃｓ 1  ¥1 自用 診察室 

モニター ３Mモノクロ高精細ＤＰ２面   2  ¥2 自用 エックス線診療室 

モニター ３Mモノクロ高精細ＤＰ１面   4  ¥4 自用 エックス線診療室 

モニター ２Mモノクロ高精細ＤＰ１面   4  ¥4 自用 エックス線診療室 

モニター ２Mカラー高輝度ＤＰ２面   2  ¥2 自用 エックス線診療室 

モニター １Mカラー高輝度ＤＰ１面   13  ¥13 自用 エックス線診療室 

内視鏡システム   1  ¥1 自用 臨床検査施設 

分包器 ＣＡＲＲＥＮ ２－Ｐ 1  ¥1 自用 調剤所 

ビデオ硬性挿管用喉頭鏡 ＡＷＳ－Ｓ１００ 1  ¥1 自用 臨床検査施設 

人工呼吸器 ハミルトンＣ２ 1  ¥1 自用 病室 

半自動除細動器 ﾍﾞﾆｼｯｸ M4735A 1  ¥1 自用 診察室 

人工呼吸器 ハミルトンＧ2 3 ¥3 自用 病室 

読影用ｸﾗｲｱﾝﾄ端末 2M ｶﾗｰ   1  ¥1 自用 エックス線診療室 

下肢用運動訓練装置   2  ¥2 自用 機能訓練室 

クリーンベンチ NCF1600S 1  ¥1 自用 調剤所 

心電計 ＥＣＧ－1550 1  ¥1 自用 臨床検査施設 

全自動血圧計   1  ¥1 自用 診察室 

ステラＮＳ 耳鼻科ユニット   1  ¥1 自用 診察室 

ステラッド滅菌器 ＮＸ   1  ¥1 自用 消毒施設 

画像診断用システム機器端末   1  ¥1 自用 エックス線診療室 

耳鼻科ファイバースコープ ENF-Ｐ4 1  ¥1 自用 診察室 

耳鼻科ユニット附属装置一式   1  ¥1 自用 診察室 

耳鼻科治療椅子 ＦＴＣ-1 1  ¥1 自用 診察室 



ベッドサイドモニター ＢＳＮ-5132 1  ¥1 自用 病室 

オフサルミック眼科ＹＡＧレーザー手

術装置 
  1  ¥1 自用 手術室 

バイポーラ凝固止血器   1  ¥1 自用 手術室 

エアウエイスコープ AWS-S100Ｌ 1  ¥1 自用 診察室 

γ線ウエルシンチレーション測定装置   1  ¥1 自用 ＲＩ検査室 

脳外科用手術顕微鏡   1  ¥1 自用 手術室 

ハーモニック ジェネレーター GEN１１ 1  ¥1 自用 手術室 

超音波ドップラ血流測定装置   1  ¥1 自用 手術室 

術中マイクロプローブ １６MHZ 1  ¥1 自用 手術室 

ｸﾛﾓﾌｨｱ手術無影灯 F ｼﾘｰｽﾞ LED ﾀｲﾌﾟ 1  ¥1 自用 手術室 

ﾄｯﾌﾟ滅菌ﾊﾟｯｸ ｼｰﾗｰ KS-100P 1  ¥1 自用 消毒施設 

リオン・オージオメーター AA-Ｍｃ１ 1  ¥1 自用 臨床検査施設 

セントラルモニター   1  ¥1 自用 病室 

アテスト超短時間判定用生物学的モ

ニタリング 
  1  ¥1 自用 臨床検査室 

MRI SEP キャビネット交換(冷却装

置) 
  1  ¥1 自用 ＭＲＩ撮影室 

ベッドサイドモニタ   1  ¥1 自用 病室 

ハーディー馬蹄型ヘッドレスト   1  ¥1 自用 手術室 

安全キャビネット   1  ¥1 自用 調剤所 

超音波装置   1  ¥1 自用 臨床検査室 

コアコンソール   1  ¥1 自用 手術室 

ハミルトン C-1 1  ¥1 自用 病室 

電気刺激装置   1  ¥36,843 自用 リハビリ室 

全自動錠剤包装機 EserES-128F-J2 1  ¥283,596 自用 調剤所 

外科用イメージ   1  ￥514,389 自用 手術室 

レビテータ(両支脚器)固定金具付 2個組 1  ¥1 自用 手術室 

電気手術器本体フォース   1  ￥1 自用 手術室 

血液ガス分析装置   1  ¥1 自用 臨床検査施設 

超音波診断装置   1  ¥316,216 自用 臨床検査施設 

メラ吸入麻酔システム PIXYS 1  ¥1 自用 手術室 

クライアント端末更新一式   5  ¥5 自用 エックス線診療室 

デフィブリレータ TEL5600シリーズ 1  ¥1 自用 臨床検査施設 

電動式デジタルエアータニケット ＭＴ－860 シングル 1  ¥1 自用 手術室 

セントラルモニター PU-621Ｒ 1  ¥2,327.669 自用 病室 

人工呼吸器   1  ¥1 自用 病室 

頭部固定装置メイフィールド 2   1  ¥112，320 自用 手術室 

送信機 ZS-640P 2  ¥133，528 自用 病室 

ＭＲＩ撮影操作モニター   1  ¥211，253 自用 ＭＲＩ撮影室 



輸液ポンプ テルモ 2  ¥58，081 自用 病室 

自働体除細動器   1  ¥54，600 自用 診察室 

CRコンソール PC   1  ¥379，493 自用 手術室 

歯科パノラマ画像読取装置   1  ¥408，057 自用 診察室 

ハイローストレッチャー パラマウントベッド 1  ¥45，937 自用 診察室 

リハビリ用長下肢装具   4  ¥272,765 自用 リハビリ室 

与薬カート   1  ¥130，945 自用 調剤所 

アスピレーションポンプ   1  ¥69，001 自用 診察室 

1.5T磁気共鳴断層撮影装置   1  ¥27,665,668 自用 ＭＲＩ撮影室 

手術用モニター   1  ¥639,601 自用 手術室 

眼科コーワポータブルスリットランプ   1  ¥113，400 自用 診察室 

調剤監査システム機   1  ¥246，751 自用 調剤所 

タッチパネルコントローラー   1  ¥1,089,145 自用 診察室 

内視鏡システム   1  ¥5,320,284 自用 臨床検査施設 

スマートフィックスヘッドホルダーセット   1  ¥184,441 自用 手術室 

ストレッチャー用デジタル体重計   1  ¥195,173 自用 診察室 

SPモータードリルセット   1  ¥642,000 自用 手術室 

なんこう錬太郎   1  ¥253,002 自用 調剤所 

3次元眼底撮影像装置   1  ¥5,156,250 自用 診察室 

回転陽極制御基板   1  ¥258,889 自用 エックス線診察室 

インスツルメント   1  ¥702,000 自用 手術室 

注射カート   1  ¥135,720 自用 診察室 

電気手術器   1  ¥300,789 自用 手術室 

シャワーチェア AS200―SC 1 ￥2,250,750 自用 4F浴室 

病棟モニター  2 ¥2,194,272 自用 4，5F病棟 

昇降式介護浴室  1 ￥1,794,164 自用 5F病棟 

パッケージ型排気ユニット  1 ￥636,543 自用 病室 

フラット型担架 SB73000N 1 ￥342，010 自用 診察室 

電動コンパクトストレッチャー SB7450N 1 ￥500，225 自用 診察室 

デジタルＸ線ＴＶシステム  1 ¥11,669,000 自用 エックス線診察室 

一般Ｘ線撮影装置 第一撮影室  1 ￥4,500,900 自用 エックス線診察室 

一般Ｘ線撮影装置 第二撮影室  1 ¥5,501,100 自用 エックス線診察室 

骨密度測定装置  1 ￥3,750,750 自用 エックス線診察室 

プロキシメイトリニヤーカッター     1 ¥246,510 自用 手術室 

血中アンモニア測定装置 富士ドライケムＮＸ 10Ｎ 1 ￥266，000 自用 臨床検査施設 

メラ吸入麻酔システム ＰＩＸＹＡⅡ 1 ¥3,383,334 自用 手術室 

送信機 ZS-630P 1 ￥400，200 自用 病室 

ベッドサイドモニター BSM-3400-Q11 1 ￥433，500 自用 病室 

ニデックオートレフケラトメーター ARK-1a 1 ￥1,040,625 自用 眼科 

ニデックコンタクトトノメーター NT-530 1 ￥809，375 自用 眼科 



全自動散薬包機  1 ￥1,056,864 自用 薬局 

８０列Ｘ線 ＣＴ装置  1 ￥40,833,334 自用 エックス線診察室 

送信機 ＺＳ－６３０Ｐ 1 ￥241,725 自用 病室 

自動視野計 ＨＦＡⅢ850 1 ￥5,118,750 自用 眼科 

超音波診断装置Ｖｉｖｉｄ Ｓ６０Ｎ 1 ¥6,261,288 自用 臨床検査室 

オートレンズメーター LM-1800P 1 ¥322,500 自用 眼科 

ID NOW インスツルメント  1 ￥866，219 自用 検査室 

シリンジポンプ SP-80WS 1 ￥166，740 自用 病室 

MRI 室用ポータブルパルスオキシメ

ーター 
 1 ¥950,000 自用 放射線科 

6Mカラーモニタ  1 ¥1,164,670 自用 放射線科 

ストライカー コア 2 コンソール  1 ￥1,320,000 自用 手術室 

3階病棟特殊浴槽  1 ￥3,030,872 自用 3F浴室 

歯科用診療イス  2 ¥7,669,410 自用 歯科 

ベッドサイドモニタ PVM-4763 5 ￥4,524,000 自用 2F病棟 

輸液ポンプ TE-281 3 ￥747，900 自用 ME室 

送信機 ZS-630-P 1 ¥276.550 自用 2F病棟 

脳波計 EEG-1260 1 ¥2,147,650 自用 生理検査室 

自動体外式除細動器  1 ¥375,000 自用 5F病棟 

角度可変 2検出器型ガンマカメラ  1 ¥31,110.000 自用 RI検査室 

心電計 ECG-3350 1 ¥673,300 自用 生理検査室 

携帯型自動血圧計  1 ¥375,000 自用 生理検査室 

血圧脈波検査装置  1 ¥1,400,000 自用 生理検査室 

 

 

 

「保有する資産の明細表」（書類付表３）の記載要領 

 

１ 「１ 総括表」、「２ 業務の用に供する財産の明細」、「３ 保有財産の明細」、「４ 減価償却引当特定

預金の明細」、「５ 特定事業準備資金の明細」 

 ① 総括表の「業務の用に供する財産」欄及び「２ 業務の用に供する財産の明細」は、次に掲げるものを

記載すること。 

   「２ 業務の用に供する財産の明細」は施設毎に記載し、「施設名」欄に当該施設名（本来業務を行う

施設で附帯業務又は収益業務も行う場合にあっては、当該附帯業務又は収益業務に係る事業名）を記載

すること。 

イ 当該医療法人が開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の業務の用に供する財産の

帳簿価額 

ロ 医療法第４２条各号に規定する業務の用に供する財産の帳簿価額 

ハ 医療法第４２条の２第１項に規定する厚生労働大臣が定める収益業務の用に供する財産の帳簿価額 

 ② 総括表の「保有財産」欄及び「３ 保有財産の明細」は、次に掲げるものを記載すること。 

   「３ 保有財産の明細」は保有財産の種類毎に記載し、「保有財産」欄にその種類と当該財産の使用目



的（例えば、土地（病院）、建物（診療所）等）を記載すること。 

ニ 現に使用されていないが、イからハまでに掲げる業務のために使用されることが見込まれる財産の

帳簿価額（業務の用に供するまでに発生する請負前渡金及び建設用材料部品の買入代金等を含む。） 

 ③ 総括表の「減価償却引当特定預金」欄及び「４ 減価償却引当特定預金の明細」は、次に掲げるものを

記載すること。 

   「４ 減価償却引当特定預金の明細」は、当該資金の目的毎に記載すること。 

ホ イからハまでに掲げる業務を行うための財産の取得又は改良に充てるために保有する資金として、

直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する「減価償却引当特定預金」の額 

 ④ 総括表の「特定事業準備資金」欄及び「５ 特定事業準備資金の明細」は、次に掲げるものを記載する

こと。 

   「５ 特定事業準備資金の明細」は、当該資金の目的毎に記載すること。 

ヘ 将来の特定の事業（定款又は寄附行為に定められた事業に限る。）の実施のために特別に支出（引当

金にかかる支出及びホの資金を除く。）する費用に係る支出に充てるために保有する資金として、直近

に終了した会計年度の貸借対照表に計上する「○○事業特定預金」の額 

 

２ 「６ 土地の明細」 

① 医療法人が所有する土地（借地を含む。）を住所毎に記載すること。 

② 「総面積」欄には、その土地の総面積を記載すること。 

③ 「内 借地の面積」欄及び「内 自地の面積」欄には、その土地の借地に係る面積及び医療法人が所有

する土地に係る面積をそれぞれ記載すること。 

④ 「用途の区分」欄には、その土地の用途の異なるごとに、その用途（例えば、○○病院、○○診療所、

介護老人保健施設○○、○○介護医療院、医師住宅等）を記載すること。 

 

３ 「７ 建物の明細」 

① 「区分」欄には、建物（借家を含む。）の棟等の異なるごとに、その建物の名称（例えば、本館、第１

外来診療棟、第１病棟等）を記載すること。 

② 「構造の概要」欄には、その建物の構造の概要（例えば、鉄筋コンクリート３階建、木骨モルタル造２

階建等）を記載し、耐震構造を有する場合は「（耐震）」を記載すること。 

なお、耐震構造を有する場合とは、昭和５６年６月１日以降に建築確認を受けた建物であるか、昭和５

６年５月３１日以前に建築された建物であっても、建築基準法（昭和５６年６月１日施行令改正）に基づ

く耐震基準を満たしている場合や耐震補強工事等により新耐震基準を満たしているものをいう。 

③ 「総面積」欄には、その建物の延べ面積を記載すること。 

④ 「自家・借家」欄には、「自家」又は「借家」と記載すること。 

⑤ 「用途の区分」欄には、その建物の用途の異なるごとに、その用途（例えば、診察室、処置室、臨床検

査施設、エックス線診療室、調剤所、病室、医師住宅等）を記載すること。 

⑥ 「用途別の面積」欄には、その建物の用途別の延べ面積を記載すること。 

 

４ 「８ 医療用器械備品の明細」 

① 医療法人が所有する主要な医療用器械備品（借用を含む。）を器械毎に記載すること。 

② 「単価」欄には、その器械の直近に終了した会計年度における帳簿価額（借用の場合は、その器械の直

近に終了した会計年度における年間賃借料）を記載すること。 

③ 「自用・借用」欄には、「自用」又は「借用」と記載すること。 



 ④ 「用途の区分」欄には、その器械の用途（例えば、診察室、処置室、臨床検査施設、エックス線診療

室、調剤所、病室等）を記載すること。 

 



 添付書類８  

 

 公的な運営に関する要件（医療法第４２条の２第１項第６号）に該当する旨を説 

明する書類（事業） 
                        社会医療法人 嵐陽会 

                  申請者名： 理事長 森 宏                    

 

                住  所：新潟県三条市本町 5丁目 2番 30号                     

 

 以下のとおり相違ありません。 

 

１ 経費の額等の明細（規則第３０条の３５の３第１項第２号イ） 

病院、診療所、介護老人保健施設 

及び介護医療院等名 

業務に係る費用 

の額（Ａ） 
全費用の額（Ｂ） 

割 合 

Ａ／Ｂ 

三之町病院 2,598,930,840円 2,609,221,715円 99.6％ 

   ％ 

   ％ 

合   計 ① 2,598,930,840円 ② 2,609,221,715円 99.6％ 

 （記載上の注意事項） 

(1) 直近に終了した会計年度の診療について、病院、診療所、介護老人保健施設及び介護医療院等の別に記載するこ 

 と。 

(2) 業務に係る費用の額の合計①が、損益計算書の本来業務事業損益に係る事業費用の金額と一致すること。 

(3) 全費用の額の合計②が、損益計算書の本来業務事業損益、附帯業務事業損益及び収益業務事業損益に係る事業費

用の合計額と一致すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 収入金額（規則第３０条の３５の３第１項第２号ロ） 

病院、診療所、介 

護老人保健施設及び

介護医療院等名 

区    

分 

支払基金等から 

受けた収入金額 

患者から受けた 

収 入 金 額 
収入金額計 

診療 

割合 

三之町病院 

社会保険診

療 
2,256,451,390円 254,146,877円 2,510,598,267円 97.9％ 

労災保険診

療 
13,710,096 0 13,710,096 0.5％ 

健康診査 1,101,799 442,138 1,543,937 0.1％ 

予防接種 1,775,059 590,737 2,365,796 0.1％ 

助産     

介護事業     

障害福祉事

業 
    

その他  35,800,623 35,800,623 1.4％ 

計 2,273,038,344 290,980,375 2,564,018,719 100％ 

 

社会保険診

療 
    

労災保険診

療 
    

健康診査     

予防接種     

助産     

介護事業     

障害福祉事

業 
    

その他     

計     

合    計 

社会保険診

療 
2,256,451,390 254,146,877円  ③2,510,598，267 

⑪

97.9％    

労災保険診

療 
13,710,096 0 ④13,710,096 ⑫0.5％    

健康診査 1,101,799 442,138 ⑤1,543,937 ⑬0.1％    

予防接種 1,775,059 590,737 ⑥2,365,796 ⑭0.1％    

助産   ⑦ ⑮ 

介護事業   ⑧ ⑯ 

障害福祉事

業 
  ⑨ ⑰ 

その他  35,800,623 ⑩35,800,623 1.4％ 

計 2,273,038,344 290,980,375 2,564,018,719 100％ 

 （記載上の注意事項） 

(1) 直近に終了した会計年度の診療等について、病院、診療所、介護老人保健施設及び介護医療院等の別に記載す

ること。 



(2) 合計③～⑩の合計額が、損益計算書の本来業務事業損益、附帯業務事業損益及び収益業務事業損益にかかる事

業収益の合計額と一致すること。 

 

３ 労働者災害補償保険法による患者の診療報酬（規則第３０条の３５の３第１項第２号ロ） 

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）に係る患者の診療報酬が社会保険診療と

同一の基準により計算するか否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること。 

   ■ 同一の基準による 

   □ 同一の基準によらない 

 

４ 健康診査に係る収入の明細（規則第３０条の３５の３第１項第２号ロ） 

健康保険法 円 学校保健安全法 円 

船員保険法 円 母子保健法 円 

国民健康保険法 円 労働安全衛生法 円 

国家公務員共済組合法 円 
高齢者の医療の確保に関

する法律 
円 地方公務員等共済組合法 円 

私立学校教職員共済法 円 

計 円 計 円 

  健康診査に係る収入合計 ⑱         円 

 （記載上の注意事項） 

○ ⑤が⑱と一致すること。 

 

５ 予防接種に係る収入の明細（規則第３０条の３５の３第１項第２号ロ） 

（記載上の注意事項） 

○ ⑥が⑲と一致すること。 

 

６ 助産に係る収入の明細（規則第３０条の３５の３第１項第２号ロ） 

 分娩件数 助産に係る収入金額 

自由診療のうち助産にかかる収入 ⑳        件 ㉑        円 

分娩件数（⑳）×５０万円  ㉒        円 

 （記載上の注意事項） 

定期の予防接種等 任意の予防接種のうち告示に定めるもの 

定期接種 22,479円 麻しん 円 

臨時接種 円 風しん 円 

 円 インフルエンザ 1,675,572円 

 円 おたふくかぜ 667，745円 

    

計 22,479円 計 2,343,317円 

  予防接種に係る収入合計 ⑲ 2,365,796円 



○ ⑦が㉑又は㉒の金額のうちいずれか低い方の金額と一致すること。 

添付資料 

  ○ 診療報酬規程 

 

７ 介護保険法のサービス・事業（社会保険診療に含まれるものを除く。）に係る収入の明細（規則

第３０条の３５の３第１項第２号ロ） 

   （記載上の注意事項） 

   ○ ⑧が㉓と一致すること。 

 

８ 障害福祉サービス・事業（社会保険診療に含まれるものを除く。）に係る収入の明細（規則第３

０条の３５の３第１項第２号ロ） 

障害者の日常生活及び社会生活を 

総合的に支援するための法律 
児童福祉法 

介護給付費 円 障害児通所給付費 円 

特例介護給付費 円 特例障害児通所給付費 円 

訓練等給付費 円 障害児入所給付費 円 

特例訓練等給付費 円 
特定入所障害児食費等給付

費 
円 

特定障害者特別給付費 円 障害児相談支援給付費 円 

特例特定障害者特別給付費 円 特例障害児相談支援給付費 円 

地域相談支援給付費 円   

特例地域相談支援給付費 円   

計画相談支援給付費 円   

特例計画相談支援給付費 円   

基準該当療養介護医療費 円   

地域生活支援事業 円   

    

計 円 計 円 

  
障害福祉事業に係る収入合

計 
㉔     円 

   （記載上の注意事項） 

   ○ ⑨が㉔と一致すること。 

第二種社会福祉事業 社会福祉事業以外 

居宅サービス事業 円 居宅サービス事業 円 

地域密着型サービス事業 円 地域密着型サービス事業 円 

介護予防サービス事業 円 介護予防サービス事業 円 

地域密着型介護予防サー

ビス事業 
円  円 

    

計 円 計 円 

  介護事業に係る収入合計 ㉓     円 



 

９ 自費患者に対し請求する金額（規則第３０条の３５の３第１項第２号ハ） 

診療収入について、自費患者に請求する金額は、社会保険診療と同一の基準により計算する

か否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること。 

   ■ 同一の基準による 

   □ 同一の基準によらない 

 

１０ 経費の額等の明細（規則第３０条の３５の３第１項第２号ニ） 

病院、診療所、介 

護老人保健施設及

び介護医療院等名 

医療診療により 

収入する金額 

（Ａ） 

患者のために直接必要な経費の額 

割 合 

Ａ／Ｂ 
医師、看護師等 

の給与 

医療の提供に要 

する費用（投薬 

費を含む） 

合   計 

  （Ｂ） 

三之町病院 2,639,212,724円 1,723,545,614円 875,385,226円 2,598,930,840円 101.5％ 

     ％ 

     ％ 

合   計 
㉕ 

2,639,212,724円       

 

1,723,545,614円 

 

875,385,226円 

㉖ 

2,598,930,840円 

 

101.5％ 

 （記載上の注意事項） 

(1) 直近に終了した会計年度の診療について、病院、診療所、介護老人保健施設及び介護医療院等の別に記載する

こと。 

(2) 医療診療により収入する金額合計㉕が、損益計算書の本来業務事業損益にかかる事業収益の金額と一致するこ

と。 

(3) 患者のために直接必要な経費の額合計㉖が、損益計算書の本来業務事業損益にかかる事業費用の金額と一致す

ること。 

 



  別 表 １  

医療法第４２条の２第１項第４号(ロを除く)の要件に該当する旨を説明

する書類 
                      社会医療法人 嵐陽会 

                 申請者名 理事長 森 宏                 

 

               住  所：新潟県三条市本町 5丁目 2番 30号                 

 

 以下のとおり相違ありません。 

 

開設する全ての病院又は診療所 

救急医療等確保事業の別 

名  称 所  在  地 

三之町病院 新潟県三条市本町 5丁目 2番 30号 救急医療 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

（記載上の注意事項） 

 ○「開設する全ての病院又は診療所」欄には、医療法第４２条の２第１項第５号の基準に適合

するか否かに係わらず開設する病院又は診療所（指定管理者として管理する病院又は診療所

を含む。）を全て記載すること。 

○２以上の都道府県の区域において病院又は診療所を開設する場合は、都道府県毎に順に記載

すること。 

○「救急医療等確保事業の別」欄に記載する内容は、申請書（別添２－１）又は決算届（別添

２－２）に記載した内容と一致していること。 

 



 別 表 ２  

医療法第４２条の２第１項第４号ロの要件に該当する旨を説明する書類 

                       社会医療法人 嵐陽会 

                 申請者名   理事長 森 宏               

 

               住  所：新潟県三条市本町 5丁目 2番 30号                 

 

 以下のとおり相違ありません。 

 

１ 開設する全ての病院、診療所、介護老人保健施設及び介護医療院 

名  称 所  在  地 救急医療等確保事業の別 

三之町病院 新潟県三条市本町 5丁目 2番 30号 救急医療 

   

   

   

   

 

２ 隣接市町村（注）に開設する全ての診療所、介護老人保健施設及び介護医療院 

名  称 所  在  地 救急医療等確保事業の別 

  

   

  

（注）隣接市町村とは、当該医療法人の開設する病院の所在地を含む二次医療圏に隣接した市町村（当該病院の所

在地の都道府県以外の都道府県の市町村であり、特別区を含む。）のこと。 

 

 

（記載上の注意事項） 

 ○ 医療法第４２条の２第１項第５号の基準に適合するか否かに係わらず開設する病院、診療

所（指定管理者として管理する病院又は診療所を含む。）、介護老人保健施設及び介護医療院

を全て記載すること。 

○ 「救急医療等確保事業の別」欄に記載する内容は、申請書（別添２－１）又は決算届（別

添２－２）に記載した内容と一致していること。 

 

添付書類 

○ 当該医療法人が開設する全ての病院、診療所、介護老人保健施設及び介護医療院の所在地

が示された地図 


